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第 1章 緒論

第 1章 緒論

1.1 研究の背景と目的

世の中に存在する全ての構造物に振動の問題は付随する.各種機械装置,建築構造物,自動

車や飛行機等の乗り物,宇宙構造物等がその代表である.時計や振動を利用した搬送装置のよ

うに振動を有効活用する機械装置も中には存在するが,一般的には振動によって工作等の精度

が低下したり,構造物自体が破壊されたり,乗 り物の場合は乗り心地が悪化したりする.また,

振動によって放射される騒音が問題になる場合もある(1).よって,これらの振動を低減する技術

が必要であり,近年の機械装置の高精度化の流れに乗って,その重要性はより高まっている(2),

(3).振動を低減する手段を大別すると次のようになる(4).

[1】振動源の除去,あるいは低減.

【2]振動伝達の遮断.

[3]減衰の付加や制御力による応答系の振動の抑制.

[1]の振動の発生源にはエンジンやモーターのアンバランス,鍛造機械等の衝撃力,道路の凹

凸等がある.[2]は振動絶縁であり,【3]の振動制御と同様に受動的な手法と能動的な手法の両面

から研究が進められている.ここで,振動の発生源や振動する構造物は千差万別であるが,振

動自体は図 1.1に示すようにばねや重力による復元力と質量による慣性力からなり,実はその原

理は単純である.[2]の振動絶縁は図 1.2左図の質量,ダッシュポット,ばねからなる-自由度

振動系において,基礎の振動を質量に伝達させない,または質量の振動を基礎に伝達させない

q TMX.de.肇



Figq P i!Xn;:ansmise ra.7.n.

手法であり,[3]の振動制御は図 1.2右図の-自由度振動系において外力fによって生じる質量

の振動を低減する手法である.本論文ではこの振動制御を取り上げる.

振動制御は振動系の減衰が不足している場合に行われる.制振対象物に応 じてこれまでに

種々の制振装置が開発されてきたが,その手法は制御力の反作用力の支持方法によって,以下

の三つに分類できる(4).

[A]固定面を用いた制振手法.

[B]補助質量を用いた制振手法.

[C]支持構造物を用いた制振手法.

図 1.3に【A],[B],[C]の代表例を示す.図中の破線で囲まれた部分が制振装置である.[A]には

質量と基礎の間にダッシュポットや摩擦ダンパを設置する手法があり,[B]の代表としては動吸

振器やアクティブマスダンパによる制振が挙げられる.【C]には弾性体同士をダッシュポットで

[A]

Fig.1.3 Threetypesofvibrationsuppression･
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第 1章 緒論

連結する手法等がある.また,制御力やパラメータのコントロールの有無によって,受動型,

能動型,準能動型の三種類に分類することができる(4).ここで,準能動型は制振対象物を支持す

るばねやダッシュポットのパラメータを制御し,制御力を主系に直接加えるわけではないので,

原理的には受動型とほぼ等しい.これらの二つの分類方法を合わせると全部で九種類の手法が

ある.なお,振動低減の原理に注目する分類方法もある(5).これには,系の振動エネルギーを消

散させる手法と制御力で加振力を相殺する手法の二種類がある.前者の代表にはダッシュポッ

トを用いたエネルギーの消散があり,後者の代表には減衰のない動吸振器による制振がある.

なお,減衰のある動吸振器のように,両方の特性を備えた手法もある.

制振装置には付加質量,ダッシュポット,ばね,油圧やコイルによるアクチュエータ等が必

要である.それらの多くは設置に大きなスペースを必要とするため,小型化や軽量化が必要な

制振対象物には適用できない場合がある.また,制振対象物に直接設置するため,意匠の観点

から敬遠される場合もある.そこで,必要なスペースが小さい材料の一つとして圧電素子が注

目されている(6).圧電素子はセンサーとアクチュエータの両方として機能する材料であり,その

応答性と精密性の高さが特徴である.また,大きさのわりに得られる力が大きいという特徴も

ある.しかし,圧電素子は変形量が小さく,装置全体で高価になる場合が多い等の理由により,

機械式の制振装置に比べて研究が進んでいない.また,得られている知見が少ない結果,圧電

素子の持つ潜在的な能力の高さのわりに利用される機会が少ない.圧電素子ははりや平板等に

貼 り付けて用いると,圧電素子の変形量は小さいが,十分な曲げモーメントを発生させること

ができる.この特徴を生かした研究が進めば,圧電素子を用いた制振が利用される機会が増え

ると期待される.

圧電素子を用いた曲げ振動の抑制では,制振対象ははりや平板等の機械系であるが,制振装

置はデジタルコントローラや電子回路からなる電気系で構成される･そのため,機械式の制振

装置のように固定面や補助質量,あるいは支持構造物を利用した制振とは異なり,必要なスペ

ースが小さい.しかし,機械系と電気系の間にはアナロジーがあり(7),機械系の固定面や補助質

量にあたる電気系が存在する.すなわち,本質的には機械式の制振装置と同様の分類が可能で

ある.また,制御力のコントロールやパラメータの制御の有無によって受動型,能動型,準能

動型に分類することも可能である.制振では系の安定性が最も重要であるので,本研究では原

理的に不安定になることがない受動制振を中心に取り上げる･

受動制振は振動制御の基礎であり,それ以外の制振を行 う場合であってもその原理やメカニ
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ズムを理解 しておくことは重要である.圧電素子を用いた受動制振には抵抗を接続して減衰を

付加する手法(良),(9)と,インダクタンスと抵抗を接続 し,圧電素子内のキャパシタンスと共振さ

せることによって機械式の動吸振器のように振動を低減する手法(8)I(10)-(13)がある.抵抗を用いた

受動制振はHagoodらや何らによって理論解析がなされ,抵抗の最適調整式や制振性能が明らか

になった(8)I(9).しかし,インダクタンスと抵抗を用いた受動制振は,機械式の動吸振器 と同様

に定点理論によってインダクタンスと抵抗の最適値を求めることができるが,これまでの研究

では抵抗の最適調整式が解析解ではなく近似式である.また,付加系の共振を用いた制振では

主系の固有振動数が変化すると制振性能が低下する問題があり,ロバス トな手法が必要である

が,圧電素子を用いた受動制振でこの間題に取り組んだ研究は少なく(14),不十分である.

圧電素子を用いた制振には機械系と電気系が共存する.そして,機械系と電気系を圧電素子

の圧電効果と逆圧電効果が結合している.制振の原理を理解するためには二つのシステムを同

時に考える必要があるが,そのままでは困難であるのでしばしば機械系と電気系のアナロジー

を用いて,その制振の効果が解説される(8)I(13).一方の分野にのみ熟知している人間にとっては

このアナロジーが感覚的な理解の助けになるが,等価な機械力学モデルや電子回路モデルが理

論的に示されたことはほとんどない(10).そのため,過去に機械式の制振装置や電子回路で得ら

れている知見が圧電素子を用いた制振に活用されているとは言い難い.

能動制振では圧電素子の逆圧電効果を利用するので,印加電圧と制御力間の変換効率である

電気機械結合係数によって圧電素子の性能が決定する.また,受動制振では圧電素子の圧電効

果と逆圧電効果をともに利用するため,電気機械結合係数の二乗の項を含む等価剛性比で制振

性能は決まる.受動制振では等価剛性比によって回路の最適値も決まるので高精度にその値を

求めることは必要不可欠である.電気機械結合係数と等価剛性比は圧電素子の材料定数や寸法

形状,支持条件より理論値を求めることができるが,現実には圧電素子をはりや平板に貼 り付

ける場合の接着剤の剛性の影響等により理論値と実測値は一致しない.そのため,制振性能を

正確に推測するには実測する必要がある.しかし,これまでに提案されている手法(8)I(15)は圧電

素子の等価剛性比が小さい場合に計測の誤差によって精度が不十分になる問題等を有している.

受動制振は安定性に優れるが,大きな制振力を得るには圧電素子の数を増やす必要がある.

しかし,圧電素子は価格が高く,貼 り付けられる位置にも限りがある.そこで,能動制振に受

動制振の安定性を付加する観点より,両者を併用するハイブリッド制振の研究が進められ,安

定性が向上すると同時に能動制振の消費電力を低減できるという知見が得られている(16)~(20).し
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かし,いずれの手法も受動制振と能動制振を単に同時に使用しているだけという域を出ず,装

置が膨大である.また,それぞれの本質的な欠点を解決したことになっていないため,工学的

な利益は小さい.

一般に,はりや平板等は低い振動数域に限定しても複数の振動モー ドを持つ.そのため,単

一の振動モー ドを抑えても制振性能が十分にならない場合がある.そこで,能動制振(21)-(33)や,

多自由度回路を用いた受動制振で複数の振動モー ドを抑える手法(34),(35)が提案されている.しか

し,前者には発振の可能性に加えて各振動モー ドを独立には制振できない問題や,コントロー

ラがデジタルであるため高い振動数は制振が不可能である問題がある.また,後者には制振対

象を複数の振動モー ドにすると一つの振動モー ドあたりの制振性能が低下する問題や,回路が

膨大になり,最適調整が困難になる問題がある.

以上をまとめると,圧電素子を用いたはりや平板の曲げ振動の低減には次のような課題があ

る.

･インダクタンスと抵抗を用いた受動制振の理論解析が不十分である.

･これまでに提案された受動制振手法はいずれもロバス ト性が低い.

･圧電素子を用いた制振システムと等価な機械力学モデルや電子回路モデルがないため,

機械式の制振装置や電子回路で得られている知見が活用されていない.

･電気機械結合係数と等価剛性比を高精度に測定する手法が確立されていない.

･受動制振と能動制振の本質的な欠点を解決するハイブリッド制振手法がない.

･複数の振動モー ドを抑える有効な手法がない.

本論文はこれらの課題の解決を目的とする.これらの課題が解決されれば,圧電素子を用いた

はりや平板等の曲げ振動の低減技術がこれまで以上に利用される機会を得ると期待される･

1.2 圧電素子の特性と種類

圧電素子は外力によってひずみを与えると電圧が発生する圧電効果と,逆に電圧を加えると

ひずみを生じる逆圧電効果の二種類の性質を持つ.そのため,圧電素子は圧電効果を利用すれ

ばセンサー,逆圧電効果を利用すればアクチュエータとして用いることができる(1)I(6)･圧電素

子にはチタン酸バリウムやチタン酸ジルコン酸鉛等による圧電セラミックスとポリフッ化ビニ

リデンによる高分子圧電素子があり,どちらも振動制御の分野で利用されている･
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圧電セラミックスは加える電場の方向とその時の伸縮方向の関係によって大きく図 1.4に示

すような二種類に分類される.その一つ目は電場の方向と伸縮方向が垂直である長さ方向伸び

振動タイプである.このタイプの圧電セラミックスは主にユニモルフ型やバイモルフ型のアク

チュエータに利用されている.これらのアクチュエータでは屈曲を利用するため,低電圧で大

きな変位量を得ることができる.この長さ方向伸び振動タイプの特性は圧電素子をはりや平板

に貼 り付けて曲げ振動を抑える場合に非常に有効である.そこで,本論文ではこのタイプの圧

電素子をはりや平板に貼り付けて使用する.代表的な圧電セラミックスのもう一つは電場の方

向と伸縮方向が同一のタイプである.積層型アクチュエータがその代表であり,耐荷重特性に

優れ,精密に微小変位量を得られる特徴がある.

高分子圧電素子は圧電フィルムとも呼ばれ,その柔軟性と成形加工のしやすさが特徴である.

高分子圧電素子は衝撃力に強く,曲面にも貼 り付けることができるため,圧電セラミックスに

比べて適用の自由度が高い.しかし,高分子圧電素子は圧電セラミックスと比較して力と変位

が小さいという本質的な欠点がある.

Electricfleld

Fig.1.4 Twotypesofpiezoelectricceramics.

1.3 これまでの研究の概要

圧電素子を用いた制振は,無生物である機械構造物に生体と同じ機能を持たせるという発想

のスマー ト構造の概念が出現することによって注目され始めた(36).圧電素子を用いた制振は受

動制振,能動制振,-イブリッド制振の三種類を中心に進められているが,近年はこれらに属
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さない手法も提案されている.以下にそれらの制振手法を紹介する.

1.3.1 圧電素子を用いた受動制振

圧電素子を用いた受動制振は1979年にForwardが発表した論文に始まる(10).その中でForward

はインダクタンスと抵抗を並列に接続し,圧電素子のキャパシタンスと共振させることで振動

を低減できる可能性を示した.その後,1991年に Hagoodらが圧電素子に受動回路を接続 した

場合の支配方程式を一般的に導出し,抵抗のみを接続する場合と,インダクタンスと抵抗を直

列に接続する場合の振動低減効果を検証した(8).また,1999年にはParkらによってインダクタ

ンスと抵抗を並列に接続する場合も直列に接続する場合とほぼ等しい制振効果があることが示

された(13).LR直列回路や LR並列回路を用いた手法で抑えられる振動モー ドは単一であるため,

近年,複数の振動モー ドを同時に抑えることができる受動制振回路もいくつか提案されている

(34),(35).他に,インダクタンスを用いる受動制振では一般にインダクタンスの値が非常に大きく

なるため,キャパシタンスを付加することによってインダクタンスの値を小さくする手法(37),(38)

や,LR回路をデジタルコントローラによって自動的に調整し,制振性能を維持する手法(39)の報

告がある.ただし,回路をデジタルコントローラで自動調整する手法は厳密には準能動的な制

振である.

1.3.2 圧電素子を用いた能動制振

能動制振において,圧電素子はアクチュエータとして用いられる場合とセンサーとして用い

られる場合がある.圧電素子は分布型のアクチュエータやセンサーとして使用することができ

る点が他の装置や材料を用いる場合と異なるが,本質的に大きな違いはない･圧電素子以外を

用いた能動制振と同様に,はじめは直接速度フィー ドバック型の能動制振手法が提案され(10),

その後のコンピュータの急速な進歩に支えられて,近年はデジタルコントローラと制御理論に

ょる能動制振の有効性が報告されている(22),(24),(26)I(27),(33)

圧電素子はアクチュエータとしてもセンサーとしても利用できる･この特性を利用して,1992

年に D｡S｡hらがセルフセンシングアクチュエータを提案した(21)･セルフセンシングアクチュエ

ータはセンサーとアクチュエータが同一であるので共配置となり,本質的に安定性に優れる･

セルフセンシングアクチュエータではブリッジ回路によってセンサー電圧と制御電圧を分離す

るが,このブリッジ回路のバランスが崩れると不安定になる問題を有する･この問題に対して,

大鳴らはロバス ト性を保証する〟設計法を用いたコントローラを提案した(24)･また,瀧上らは
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仮想ブリッジ回路によってブリッジ回路のバランスの崩れを回避する手法を示した(22).

1.3.3 圧電素子を用いたハイブリッド制振

圧電素子を用いた受動制振は安定性に優れるが,制振力が小さい.逆に能動制振は制振性能

に優れるが,その発振の可能性が常に問題となる.そこで,能動制振と受動制振を併用するこ

とにより,制振性能と安定性を両立するハイブリッド制振手法が提案されている(16)I(20),(23).こ

れまでに一組の圧電素子に受動回路と制御電圧を直列または並列に接続する手法(16)と二組の圧

電素子に受動回路と制御電圧をそれぞれ接続する手法(18)が,Agnesらと安達らによって提案さ

れた.これらの研究により,能動制振に受動制振を付加することで安定性が向上するだけでな

く,能動制振の消費電力の低減にもつながるという知見が得られている.

1.3.4 圧電素子を用いたその他の制振

圧電素子を用いた制振には前述の受動制振,能動制振,ハイブリッド制振に分類できないも

のがある.その一つに Behrensらによって提案された負性キャパシタンスを接続する制振手法

がある(40)･(41).この手法では負性キャパシタンスの絶対値を圧電素子のキャパシタンスと合わせ

ることで,全ての振動数域に渡って電気系の並列の合成インピーダンスを無限大にする.その

結果,原理的には全ての振動数域で振動を低減することができるが,電気系の合成インピーダ

ンスが負になると系が不安定になるため,安定性と制振性能が トレー ドオフの関係にある.別

の手法として,Richardらによって提案された準受動的な手法がある(42)-(46).この準受動的な手法

ではスイッチと受動回路を利用して振動エネルギーを電荷に変換し,その電荷を圧電素子に蓄

積することで常に振動速度に対して逆向きの力を発生させて振動を低減する.この手法では制

振対象物の固有振動数と制振装置の設計に大きな関係がないので,付加系の共振を用いる受動

制振手法に比べるとロバス ト性が高い.

1.4 本論文の概要

本論文では圧電素子を用いた制振の実用化において障害となっている問題の解決を目指し,2

章以降では一つの章で一つの課題の解決手法等を提案する.以下にその概要について述べる.

2章ではインダクタンスと抵抗を用いた受動制振手法において,LR回路の最適調整式を厳密

に定点理論に則して導出する.振動の評価指標がコンプライアンスの場合だけではなく,モビ
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リティやアクセレランスで評価する場合の回路の最適調整式についても導出する.また,この

章で圧電素子を貼 り付けた平板のアクチュエータ方程式とセンサー方程式を求める.

3章では圧電素子を用いた能動制振と受動制振の制振システムと等価な機械力学モデル と電

子回路モデルを提案する.それ らの等価モデルを図で示 し,理論的に元の制振システムと等価

であることを証明する.また,圧電素子を用いた制振ではロバス ト性や制振性能の向上のため

に複数の圧電素子を用いる場合があるので,その場合の等価モデルについても導出する.元の

制振システムを等価な機械力学モデルや電子回路モデルで表すことによって,機械式の制振装

置や電子回路で得 られている知見が活用できると期待される.

4章では圧電素子の性能を決定する電気機械結合係数 と等価剛性比を実測によって高精度に

求める手法を提案する.これらの値は圧電素子を用いて制振する場合の制振性能を決定するだ

けでなく,特に受動制振の場合は回路の最適値にも関係するため,高精度に求めておく必要が

ある.圧電素子を用いた制振手法が数多く提案されているが,いずれの手法の場合もこれ らの

値を高精度に求めておくことが装置の設計の前提になっている.

5章では圧電素子 と電子回路による電気式の二重吸振器を提案する.これは機械式の二重動吸

振器と同様に,一重型に比べて制振性能が高く,装置の設計によってロバス ト性を高めること

ができる.機械式の二重動吸振器と同様に並列二重型と直列二重型の二種類を提案 し,数値最

適化手法で求めた回路の最適調整値を近似式で表す.

6章ではLR回路を用いた受動制振の制振力発生のメカニズムを基礎にしたハイブリッド制振

の手法を提案する.この手法で用いる回路の最適値を求める理論式を定点理論にもとづいて導

出し,数値計算と実験によって有効性を検証する,また,制振対象外の振動モー ドの安定性に

ついても検討する.

7章では 6章とは別のハイブリッド制振の手法を提案する.この手法もLR回路を用いた受動

制振を基礎にする.主系の振動変位信号を用いて付加系の電気共振の振幅を増幅し,それによ

って制振力を大きくする.この手法でも定点理論にもとづいて回路の最適値を求め,数値計算

と実験によって有効性を確認する.
/

8章では 6章で提案 したハイブリッド制振手法を基礎にしたハイブリッド多モー ド制振の手

法を提案する.この手法では各振動モー ドを抑える共振回路を並列化することにより回路の膨

大化と最適調整の複雑化を防ぐ.各共振回路の最適値を求める理論式を定点理論に基づいて導

出し,実験で理論解析の妥当性 と提案する手法の有効性を検証する･
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9章は本論文の結論である.
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第 2章 LR回路を用いた受動制振の定点理論による最適調整

2.1 緒言

圧電素子を用いてはりや平板等の曲げ振動を抑制する手法が注目され,多数の研究が行われ

ている.その制振の方法には圧電素子に外部から制御電圧を加える能動制振(21)-(33)と,抵抗を接

続 して系に減衰を付加 したり,インダクタンスと抵抗を接続することによって電気系を機械式

動吸振器のようにふるまわせたりする受動制振(8)I(14)がある.

能動制振では大きな制振力を得られるが,安定性に問題がある.逆に,受動制振は制振力が

小さいが,不安定になることはない.制振では系の安定性が最も重要であるので本章では受動

制振を取り上げる.受動制振は振動制御の基礎であり,それ以外の制振を行 う場合もその原理

やメカニズムを理解 しておくことは重要である.抵抗を用いる受動制振はHagoodらや何らによ

って理論解析がなされ,抵抗の最適調整式や制振性能が既に明らかにされた(8),(9).一方,イン

ダクタンスと抵抗を用いる受動制振も,それらを直列に接続する手法(8),(ll),(12)と並列に接続す

る手法(13)の二つが提案されている.機械式動吸振器の場合には定点理論(7),(47)を用いて動吸振器

の固有振動数と減衰係数の最適値を求めるのが一般的であるが,圧電素子を用いたこれらの手

法では抵抗の最適調整式が,その導出の困難さが原因で定点理論に則していない近似式である.

また,これまでの研究ではコンプライアンス(48)で振動を評価する場合しか扱われておらず,モ

ビリティ(48)やアクセレランス(48)で振動を評価する場合の芦路の最適調整式が導出されていない.

そこで,本章ではそれぞれの評価指標において定点理論による厳密な定式化を行い,数値計算

と実験によって提案する最適調整式の妥当性を確認する.

2.2 アクチュエータ方程式とセンサー方程式の導出

本節では,図2.1に示すように長さ方向伸び振動タイプの圧電素子を平板に貼り付けた場合の

アクチュエータ方程式とセンサー方程式を導出する.

図2.1のように平板に貼 り付けた圧電素子では,機械的パラメータの応力TとひずみS,電気

的パラメータの電場Eと電気変位Dとが圧電効果および逆圧電効果を介して互いにつりあって

ll



Fig.2.1 PlatewithapleZOelectricelement.

いる.それらの関係は次の圧電方程式で与えられる.sIEl-VpSIEI 0 d3IlVpSIEISIEI0d32002(1･V,)S.EIOd31d32 083T3rf:,l㌦LJ
(2.1)

ここで, Sl, S2, S12はそれぞれx方向,y方向のひずみ,サ平面内のせん断ひずみ,T,I,T,2,

T,12はx方向,y方向の応九 サ平面内のせん断応九 D,fまZ方向の電気変位,E,tまZ方向の

電場,SIE.Gま機械的コンプライアンス,V,Sまポアソン比,d,.,d,2は圧電定数,C,T,は誘電率であ

る.上付き添字EとTはそれぞれ一定電場,一定応力下での値であることを表し,その条件下

において値は定数である･長さ方向伸び振動タイプの圧電素子のd32はd,1に比べて十分小さい

ので,次式以降では無視する.式(2.1)を変形すると

r

いL

J

･l
U

d
､

1v,O -d,1
v, 1 0 -1',d,1

o oヒ ユ o
2

d,.V,d,1 0 S.E.(1-V,2)C3S3

1

Jl

Lヽ

T

屯≡
.J･

d

;:
R

u

2
y
p

l円
JtU

E
日でU

l

ノ

ti

I･
J
･

C,;
ci
.C
ILLT
J

(2.2)

(2.3)

となる･圧電素子のひずみと平板のZ方向変位W(x,y,t)の関係式はKirchhoff-Loveの仮定より,

Sl= -Z
82W(x,y,i)

ax2

12

(2.4)
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S2--I
82W(x,y,t)

S.2=12Z

ey2

82W(x,y,t)
arC7.1･

で与えられるとする･ここで,Zは中立面からの距離である.電場E,と電位p(I,i)の関係式は

E,=-

である･また,変位W(x,y,i)と電位p(Z,t)は

W(x,y,i)-V(x,y)i(i)-lvl(x,y)･･･V n(x,y)]

q,(I,i)-4(I)V(i)

(2.7)

ff:t',‡ (2･8,

(2.9)

と,それぞれ時間の関数を変数分離した関係式で与えられる･ここで,V(x,y)は平板の固有関

数列,;(i)はモー ド変位ベクトル,4(Z)はZ方向電位の境界条件を満足する仮想電位,V(i)は

圧電素子電極間の電圧である･仮想電位4(Z)は平板の厚さ方向の中心を中立面として,

h
Z--2′~

4(Z)=一手
と与えられる･ここで,hとh,はそれぞれ平板と圧電素子の厚さである･

平板のひずみと応力の関係は

TT;拝 >

1 I/ 0

γ 1 0

(2.10)

(2.ll)

で与えられる.ここで,Ebは平板のヤング率, V はポアソン比,T,T2,T2はx方向,y方向

の応九 xy平面内のせん断応力である･平板のひずみとZ方向変位W(x,y,i)の関係式は圧電素

子の場合の関係式と等しく,式(2.4)-(2.6)で与えられる･

ハミル トンの原理(49)に基づいてモデルの運動方程式および回路方程式を導く･時刻tlからt2

までの仮想仕事の積分がOになるという条件より,次式が成 り立つ･

L2[6(V-U･We)･SWfPt-o

13

(2.12)



ここで,V,U,Weは系全体の運動エネルギー,ポテンシャルエネルギー,電気エネルギーで

あり,wftま外力による仕事である･平板と圧電素子の砂平面内の存在領域を4,4 とおくと,

これらは

弓Jp/,′軸h
U-L bffAUbdzdA･躍 AUpdzdt

AUb-喜SIT.喜S2T2号 S12T 2

AU,-isIT,.･is2T,2号 s l2Tp.2

we-頼 AWedzd4

AWe-喜E, D,

SWf-ム6W･Pfdt一命 ･q

(2.13)

(2.14)

(2.15)

(2.16)

(2.17)

(2.18)

(2.19)

と与えられる.ここで,pは平板の密度,pfは平板に加わる等分布荷重,qは圧電素子に加わ

る電荷である.式(2.13)では圧電素子の運動エネルギーは平板の運動エネルギーに比べて十分小

さいとして無視した.式(2.15),(2.16),(2.18)は式(2.2),(2.4)-(2.7),(2,ll)より

AUb-iz2TB l(% )2･〔筈 )2･2V筈 筈 .2(1-V,(gZ)2](2･20,

1

AUp=-盲Z

82w a2W

訂 +vpず

rr
I,tJ

ーヽ

ノ

Iヽ

ノ
2γp

liZuJr川u
E
〓VJ

2ヽ
ー

一ノ

[y
t,に

/し1ヽ-㌢

ノ

虹

･
J･

(2.21)

(2.22)

と変形できる.ただし,式(2.21)では圧電素子の機械的なひずみエネルギーは平板に比べて十分

小さいとして無視した.式(2.13),(2.14),(2.17),(2.19)を式(2.12)に代入すると,オイラーの微

分方程式より,平板と圧電素子からなる系のアクチュエータ方程式とセンサー方程式が得られ

る.

Mi+Ki-Ov=QPf

Oti+C,Sv-q

14
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ここで,

M-phIAhVtVdAb-I

K-吉h31AblLbV]tcblLbV]dAb

o-躍 [zLbV]tldcp]t〔-冨)dzd4
Q-1AbVtdAb

cps-1歳+qc3S3(-2)2dzd4-普

三
二

.

Cp=
lヽ■/
2

p
>l/tF日でU

｡

｡
1
AI-

㌦

1

0

1

1
J
P

o

(2.25)

(2.26)

(2.27)

(2.28)

(2.29)

(2.30)

(2.31)

(2.32)

(2.33)

である.M はモー ド質量行列,Kはモー ド剛性行列,0はモー ド電気機械結合係数列,C,Sは
圧電素子のキャパシタンス,亀はモー ド変位ベク トル,Qはモー ド外力影響係数列である(48)･

上付き添字Sは一定ひずみ下での値であることを,上付き添字tは転置行列をそれぞれ表す･こ

こで,平板の固有関数は式(2.25)のモー ド質量行列が単位行列Ⅰになるように正規化されている

とした.式(2.23)のアクチュエータ方程式は平板の運動方程式に圧電素子による力を付加 したも

ので,式(2.24)のセンサー方程式は圧電素子の電荷のつ りあいである･圧電素子電極間の電圧γを

求めると

15



V--;増 (2･34,

となる.式(2.34)より圧電素子は交流電圧源とキャパシタンスを直列に接続 した等価回路で表現

できることが分かる･圧電素子に接続する外部回路の分圧をvzとおくと,電圧のつりあいより

vz+V-0 (2.35)

となる.これは圧電素子と外部回路による回路方程式である.式(2.23),(2.35)を用いて理論解

析と数値計算を行 う.

2.3 インダクタンスと抵抗による受動制振

2.3.1 LR直列回路を接続した場合

図 2.2のように圧電素子とLR直列回路を用いて単一の振動モー ドを抑える手法を検討する.

ここで,図2･2では圧電素子の起電力をV｡とおいた･また,LとRは後述するように外部に付加

するインダクタンスと抵抗である.

平板のi次振動モー ドを制振対象とする場合,その近傍の振動数で考えるため他の振動モー ド

は近似的に無視できる(48).そこで,式(2.23),(2.35)の運動方程式と回路方程式は

Mf+Kf+Ovz-QPf
1

vzで q- ; i

(2.36)

(2.37)

となる.ここで,M ,K,0,Q,Eはi次振動モー ドに関する項であるが,下付き添字iは

省略した.制振に用いるインダクタンスと抵抗をL,Rとおくと,外部回路の分圧は

適 ･ 惜
Fig.2･2 PassivevibrationsuppressionuslngSeriesLRcircuitandthepiezoelectricelement.

16
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vz-L4'+Rq

と与えられる.式(2.34),(2.38)より式(2.36),(2.37)は

Mf-･KE･0(Lq･Rq)-QPf

Lq･Rq･号 -影

と変形できる.

加振振動数をa)とすると式(2.39),(2,40)は

5 1

& -些 〟2+1･芸GsK

Gs-

fst-誓

-a)2L+ja･R

-a)2L+ja)R+

(2.41)

(2.42)

(2.43)

となる.式(2.41)より無次元化したコンプライアンス,モビリティ,アクセレランスの大きさ〟｡,

〟M, 〟Aを導くと次式になる･

uc-Ifl-原 票

uM-罷

A=f2-g2

B=fg

c-(1-g2)(′2-g2十 βg2

Ds-fg(1･p-g2)

E-g(f21g2)

F-fg 2

17

ここで,

(2.44)

(2.45)

(2.46)

(2.47)

(2.48)

(2.49)

(2.50)

(2.51)

(2.52)



二二二三
である.

周波数応答の最大値を最小にする付加系の固有振動数と減衰係数を求める方法のひとつに定

点理論(7)I(47)がある.簡便であるため機械式動吸振器や回路の最適調整に多く用いられている.

すなわち,求(2.44)-(2.46)はそれぞれ{の値に関わらず二つの定点を通るので,その2定点の高

さがそろう最適固有振動数比jt,tを求め,そこで最大値となる最適抵抗比6.,tを導出する･

2定点p,Qでの振幅が等しい条件より,最適固有振動数比foptが求められ,

耳巧 (forcompliance)

fopt=

となる.2定点の加振振動数比は

島 (1･P)(for-obiliW)

1十P (foraccelerance)

(1･β)[(2･β)手柄 ]

18
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(forcompliance)

(formobility) (2.62)

(foraccelerance)



第 2章 LR回路を用いた受動制振の定点理論による最適調整

となる.そして,2定点での振幅は

(for compliance)

(foraccelerance)

(2.63)

と求められる･2定点p,Qでそれぞれ極大値になるE,0,tと{Qo｡tが存在するがほとんど差はなく,

最適抵抗比乙｡tは両者の相加平均として問題ない･

go,t-;(gpo,tIgQo,t)

ここで,gp｡｡tとgTQ.,tは次式で与えられる･

gp,Q.,t=

-

一2

1

一2

-AA'+u2cc'

BB'-u2DsDi

-EE'+u2cc'

FF'-u2DsDi

-GG'+tL:cc'

HH'-u2DsDi

(2.64)

(forcompliance)

(formobility) (2.65)

(forac c e lerance)

ここで,記号 ′は∂/8gを表す.式(2.61)-(2.64)はいずれも等価剛性比βの関数である･機械式動

吸振器の場合,最適固有振動数比と最適減衰比,制振性能は動吸振器と主系の質量比の関数で

与えられる(7).一方,圧電素子を用いた吸振器の場合,圧電素子によって電気的に付加される剛

性と主系の剛性の比,つまり式(2.57)で定義した等価剛性比βの関数となる.

最適固有振動数比jT.,.と最適抵抗比(.ptより,最適インダクタンスL0,.と最適抵抗Roptの値は

1I1
Lopt=君 百百

R.,t-26.,t

19

となる.

(2.66)

(2.67)



2.3.2 LR並列回路を接続した場合

図 2.3のように圧電素子とLR並列回路を用いて単-の振動モー ドを抑える場合を検討する.

支配方程式は式(2,36),(2.37)であるが,外部回路の分圧がLR直列回路を接続した場合と異なり,

vz-霊荒 卓

で与えられる.式(2,36),(2.37)を変形すると支配方程式は

ME･K打 ㊥票 4-QPf

農 鰭 や

となる.

LR直列回路を接続した場合と同様に式(2.69),(2.70)紘

-:ta,-LL-.-芸 ~.≡(,･･

(2.68)

(2.71)

(2.72)

と変形できる.式(2.41)と式(2.71)はGsとGpのみが異なる･これらの式から無次元化したコンプ

ライアンス,モビリティ,アクセレランスの大きさuc, uM, uAを導くと次式になる･

uc-Iか
A2+4Z2B2

C2+4Z2Dp2

Piezoelectricelement

(2.73)

Fig･2･3 PassivevibrationsuppressionusingParallelLRcircuitandthepiezoelectricelement･

20
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E2+ 4Z2F2

C2+ 4Z2Dp2

G2+ 4Z2H2

pp-刺一g2)
Z=⊥2R

ここで,

(2.74)

(2.75)

である.LR 直列回路の場合と比べるとDpと抵抗比Zが異なるが,その他の項は同じ式で与え

られる.

LR 並列回路を接続 した場合も定点理論(7)I(47)を用いた最適調整を行 うことができる.式

(2.73)-(2.75)はそれぞれZの値に関わらず二つの定点を通るので,その2定点の高さがそろう最

適固有振動数比f.,tを求め,そこで最大値となる最適抵抗比Z｡｡tを導出すればよい･

LR直列回路を接続した場合と同様の方法で求めることができる.2定点をp,Qとおくと,

最適固有振動数比jT.,t,2定点の加振振動数比gp,Q,2定点での振幅,最適抵抗比Zo｡tはそれぞ

れ次式で与えられる.

誓 (forco-plian ce)f.,t-1 (form obility)

誓 (foraccelerance)

gp,Q=

招 (for--puan-)

障 (for-obi叫

秤 (fora- le- -'

21
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(2.79)



(forcompliance)

2+ββ(foraccelerance)

Z.,t-;(zpoptIzQ.,t)

-AA'+u2cc'

BB'-u2D｡D:

Zp,Qopt-
-
一2

1一2

-EE'+u2cc'

FF'-u2DpDI

一cc'+〟2cc′

HH'-u2DpDI

(forcompliance)

(2,80)

(2.81)

(formobility) (2.82)

(foraccelerance)

式(2.78)-(2.81)も等価剛性比βの関数である.

最適固有振動数比fo,tと最適抵抗比Zop.より,最適インダクタンスL.ptと最適抵抗Ro｡.の値は

1 I 1

Lopt=君 百 百

R.pt-
Lopl 1 1 1 1

C,S 2Z｡ptf.p.C,SE2

(2.83)

(2.84)

となる.

2.3.3 LR直列回路とLR並列回路の比較

それぞれの回路を接続 した場合の制振性能,最適インダクタンス,最適抵抗を比較する.

A 制振性能の比較

定点理論を用いた最適調整では 2定点でほぼ最大値になるため,その 2定点での振幅を制振

性能の尺度として用いることができる.そこで,LR直列回路とLR並列回路を用いた場合の 2

定点における振幅を表2.1に示す.制振性能は等価剛性比βのみによって決まることが分かる.

等価剛性比βが lに比べて十分に小さい場合はコンプライアンス,モビリティ,アクセレラン

22
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Table2.1Am litudesatthetwofixed

SeriesLRcircuit ParallelLRcircuit

Compliance 伝 詣

Mobility 爵 言

スのいずれについても二種類の回路で制振性能はほぼ等しい.しかし,等価剛性比βが大きい

場合はコンプライアンス,モビリティの順で制振性能に差が生じ,LR直列回路の方が有利であ

る.なお,アクセレランスは常に制振性能が等しい.一般に圧電素子の等価剛性比βは 1に比

べて十分小 さいが,圧電素子の使用数を増や したり,将来性能のよい圧電素子が開発 された り

すればこの限りではない.圧電素子によって電気的に付加 される剛性の割合が大きくなるため

である.

B 最適インダクタンスの比較

いずれの場合も最適固有振動数比f.,tがLR直列回路を接続 した場合の方が大きいため,最適

インダクタンスはコンプライアンス,モビリティ,アクセレランスのどの場合でも LR 直列回

路を用いた場合の方が小さくなる.ただし,等価剛性比βが 1に比べて十分に小さい場合はほ

とんど差がない.また,どちらの回路の場合も,コンプライアンス,モビリティ,アクセ レラ

ンスの順でん の値は大きくなる･これは振動速度や振動加速度は振動変位よりも高振動数側の

振幅が大きくなるためである.

C 最適抵抗の比較

等価剛性比βが 1に比べて十分に小さい場合,最適抵抗の値は次式で与えられる比をほぼ満

たす.

Rso,tl:Rpopt1-46.,tlZ.,tl

23
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ただし,LR直列回路,LR並列回路を接続した場合の最適インダクタンスをそれぞれLsopt,Lpo,i,

最適抵抗をそれぞれ薫｡｡t,Rp｡｡tとした･等価剛性比βが 1に比べて十分に小さい場合,lopとZ｡pt

はほぼ等しく,一般に 1に比べて非常に小さくなる･ゆえに薫O｡t≪Rpoptとなる･これらの回路

による制振カはインダクタンスの分圧によるところが大きく,インダクタンスに流れる電流は

大きい必要がある.つまり,LR.直列回路の抵抗は小さく,LR並列回路の抵抗は大きくなけれ

ばならない.その結果,式(2.85)のように最適抵抗の値に大きな差が生じる.

振動変位あるいは振動速度を抑えたい場合は LR直列回路の方が有利であると前述した.し

かし,実際の電子回路では接触抵抗やインダクタンスや圧電素子に内部抵抗が存在し,それら

の和がRsoptより大きくなる場合がある･このような時に LR直列回路を接続しても本来の制振

性能は得られない.そこで,LR並列回路を用いると内部抵抗の問題を解決できる場合がある.

2.4 数値計算と実験

2.4.1 実験装置と対象の振動モー ド

図2･4に本章の実験で用いた装置の概略を示す･制振対象の平板(300mmx400rrmxlrnm)はア

ルミニウム製で周辺を全て固定した.一般に低い振動数域での制振が重要であるので,制振対

象は固有振動数が約 80Hzの基本振動モー ドとした･圧電素子(22mmx32mmxO･22mm)はセラ

ミック製で長さ方向伸び振動タイプであり,圧電素子の電気機械結合係数は対象とする振動モ

匠≡]- speaker

Soundpressureexcitation暮IIIII▼▼▼

Piezoelec
/

tricelement

Fig.2.4 Schematicdiagramoftheexperimentalapparatus.
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- ドの曲率最大の位置に貼 り付けると最も大きくなるので,平板の中央に導電性接着剤で貼 り

付けた.インダクタンスにはGIC (GeneralizedImpedanceConverter)による合成可変インダクタ

ンスを用いた(50).コイルで最適値を実現するとそのサイズが非常に大きくなるためである.

2.4.2 実験方法

図2.4のように平板を音圧で加振し,加速度ピックアップとマイクロフォンを用いて平板の振

動変位 と加振音圧を測定した･ここで,加速度ピックアップは(x,y)=(0･15m,0･15m)の位置に設

置した.図2.5に座標軸と平板の関係を示す.Zは平板の中立面からの距離である.また,マイ

クロフォンは(x,y,I)-(0･15m,0･10m,0･010m)に設置した･

実験で無次元化 したコンプライアンスを求めるにはE, fstが必要であり,Eは次式で与えら

れる.

5-鷲 手 (2186,

ここで,V(x,y)は平板の振動モー ドの固有関数である(51)･Estは式(2･42)で与えられる･W(x,y,t)

は加速度ピックアップ,P,はマイクロフォンで計測し,Kは圧電素子電極間短絡時の共振振動

数a･Sの二乗とした･Q,V(0･15,0･15)は

Q=0.1478

V(o･15,0･15)-3･811

0 0.3m
Fig.2.5 Coordinatesofaplate･
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2.4.3 数値計算と美浜の結果

表 2.2に数値計算で用いた平板と圧電素子の諸元を示す.理論解析では主系減衰が小さい系へ

の減衰付加を想定し,理論式の展開も簡易になるので主系減衰Dを無視したが,周波数応答で

は主系減衰の大きさによって共振ピーク値に差を生じるので,主系減衰を含めて数値計算を行

った.

図2.6,2.7にLR直列回路とLR並列回路を接続した場合の数値計算と実験の結果を示す.数

値計算による回路の最適値を表23に,実験での回路の値を表2.4に示す.周波数応答とインダ

クタンスの値は数値計算と実験でよく一致しているが,抵抗の値は異なっている.これは圧電

素子とGICによる合成インダクタンスが内部抵抗を持つことが原因である.

図2.8にLR直列回路を接続した場合のアクセレランスの数値計算結果を示す.図2.8左図と

右図で周波数応答の評価指標がそれぞれコンプライアンスとアクセレランスの場合の回路の最

適値を用いた.ここで,アクセレランスの差異を明確にするために主系減衰訓ま無視した.こ

の結果より,回路の最適値は適した評価指標のもとで求めるべきであるといえる.また,表 2.3,

2.4に示した回路の理論最適値と実験値の差異を考慮すると,振動の評価指標に応じた回路の最

適値自体よりも,それらを用いて最適制振状態の数値計算結果を得ることが重要である.

Table2.2 Valluesofmaterialparameters.

Plate M 1.00kgK 252000N/m

刀 17.5Ns/m

Piezoel¢ctricelement CpS 0.0450pF0 0.00429叫Ⅴ
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72 76 80 84 88

Frequency(Hz)

72 76 80 84 88

Frequency(Hz)
Fig･216 CalculatedresultsoffrequencyresponsewiththeseriesofparallelLRcircuit.

72 76 80 84 88

Frequency(Hz)

72 76 80 84 88

Frequency(Hz)
Fig.2.7 ExperimentalresultsoffrequencyresponsewiththeseriesofparallelLRcircuit.

Table2.3 Calculatedoptimumvaluesofthecircuit. Table2･4 Valuesofthecircuitinexperiment.
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SeriesLR ParallelLR

L.,t 88.O H 88.2 H

SeriesLR ParallelLR

上 87.2H 87.3H



Notoptimum Optimum

77 79 81 83 77 79 81 83

Frequency(Hz) Frequency(Ⅰ七)
Fig.2.8 Calculatedresultsof舟equencyresponse(optimumvaluesofthecircuitwerederived

bycomplianceandaccelerance).

2.5 結貫

圧電素子とLR直列回路またはLR並列回路を用いた受動制振で定点理論に則した最適抵抗値

を導出した.また,コンプライアンスでの最適調整式のみでなく,モビリティとアクセレラン

スでの最適調整式も同様に導出した.LR直列回路とLR並列回路を比較し,制振性能と最適イ

ンダクタンスの値がほぼ等しいことと,最適抵抗値が大きく異なることを解析的に示した.
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第 3章 制振システムの等価機械モデルと等価電気モデル

3.1 緒言

圧電素子を用いてはりや平板等の曲げ振動を抑制する方法が注目され,多数の研究が行われ

ている.機械式動吸振器やアクティブマスダンパに比べて,必要なスペースが小さく,圧電素

子自体の大きさのわりに得られる制御力が大きいためである.圧電素子を用いた制振には,外

部から圧電素子に制御電圧を加える能動制振(21)-(33)とインダクタンスや抵抗等を圧電素子に接

続することによって機械式動吸振器のようにふるまわせる受動制振(8)-(14)がある.また,両者を

組み合わせたハイブリッド制振(16)I(20)や,負性キャパシタンスを利用した制振(40)I(41)もある.

圧電素子を用いた制振では,制振対象物と制振装置がそれぞれ機械系と電気系で構成され,

二つのシステムが共存する.そして,その機械系と電気系を圧電素子の圧電効果と逆圧電効果

が結合 している.制振の原理を理解するためには機械系と電気系を同時に考える必要があるが,

そのままでは理解が困難であるので,しばしば機械系と電気系のアナロジーを用いて,その制

振の効果が解説される(8)I(13).この機械系と電気系のアナロジーは,例えば機械系の-自由度振

動系と電気系の-自由度系では完全に等価な機械力学モデルと電子回路モデルが存在 し,一方

の分野にのみ熟知 している人間にとってはこの等価モデルが理解の助けになる(7).しかし,圧電

素子を用いた制振装置のように機械系と電気系が混在するシステムでは理論的な証明に裏づけ

された等価な機械力学モデルや電子回路モデル (以下,それぞれ等価機械モデル,等価電気モ

デルと称す)が一般的に示されたことはない.Forwardによって一部の制振装置の等価電気モデ

ルが示されたことがある程度である(10).その結果,圧電素子を用いた制振装置では,例えば機

械式の制振装置と等価な装置であっても,過去に機械式の制振装置で得られている知見が活用

されていない.

そこで,本章では圧電素子を用いた制振システムの等価機械モデルと等価電気モデルを導出

する.さらに,複数の圧電素子を用いる場合の等価機械モデルと等価電気モデルも示す･
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3.2 圧電素子を用いた制振システム

圧電素子を用いた能動制振では,一般に圧電素子はアクチュエータとして使用される.なお,

セルフセンシングアクチュエータ(21)~(25),(30)I(32)のように圧電素子がセンサーとして用いられる場

合もあるが,加速度計や変位計をセンサーとして用いる場合と本質的に大きな違いはないので,

ここではセンサーについては考えない.また,圧電素子を用いた受動制振ではいくつかの回路

が提案されているので(8)I(14)I(34)I(35)I(37)I(38),外部インピーダンスを一般的にZとして制振モデル

を立て,支配方程式を導出する.

3.2.1 能動制振のモデルと支配方程式

図3.1に能動制振のモデルを示す.これは制振対象としてのはりと圧電素子およびコントロー

ラからなる.圧電素子を貼り付けたはりの運動と圧電素子電極間の電圧のつ りあいは次式で表

される.

M f+Df+Kf+㊥va-g (3.1)

va-貰弓 q (3･2,

ここで,M ははりの曲げ振動のモー ド質量,Dはモー ド減衰係数,Kはモー ド剛性,Oはモー

ド電気機械結合係数,C,Sは圧電素子のキャパシタンス,Qはモー ド外力影響係数,Eはモー ド

変位,qは圧電素子に蓄えられる電荷, vaは制御電圧,fは外力である.なお,本章では圧電

素子自体が持っ機械的な質量,減衰,そして剛性は主系に含めることとした.式(3.1),(3.2)で

は単純化のため一つの振動モー ドのみを考慮したが,他の振動モー ドを考慮する場合も同様に

Fig.3.1 Modelofactivevibrationcontrol.
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導出できる.

3.2.2 受動制振のモデルと支配方程式

図3.2に外部インピーダンスをZとした場合の受動制振のモデルを示す.この系の支配方程式

は次式で与えられる.

ME+Df+Kf+0
〔計 古 q)-g

1

Z甥 q芋

Fig.3.2 Modelofpassivevibrationsuppression･
′

(3.3)

(3.4)

3.3 等価機械モデル

3.3.1 能動制振の等価機械モデル

図3.3に能動制振の振動モー ドごとの等価機械モデルを示す.この系の運動方程式とばねKp

の上端における力のつりあいの式は

Mil+Di+Kf+Kp(i-x)-Qf

fc-Kp(i-x)

である.ここで,fcは制御力である.等価機械モデル中のM ,D,Kからなる系は,はりの

曲げの振動モー ドの一つに相当するので,ここでは式(3.1)と同じ記号を用いた.図3.3では制御
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Fig.3.3 Equivalentmechanicalmodelfortheactivevibrationcontrol.

力jTcがばねKpを介して質点に加えられているが,これは直接質点に制御力jTcが加えられる場

合と等価である.式(3.5),(3.6)において

Kp-古 02

jTc=Ova

x=旦
㊤

(3.7)

とおけば,式(3.1),(3.2)と一致する.よって図3.3は能動制振の等価機械モデルである.等価機

械モデルでは圧電素子内部のキャパシタンスは等価剛性 g pで表現される.ただし,振動モー ド

ごとに等価剛性K,の値は異なる･また,外力の影響がモー ド外力影響係数針 こよって決定する

ことと同様に,制御力はモー ド電気機械結合係数Oによって決まる.

能動制振には印加電圧ではなく圧電素子内の電荷qを制御する手法もある.その場合の電荷

qの制御は,ばねKpの上端の変位Jを制御することに相当する･

3.3.2 受動制振の等価機械モデル

図3.4に受動制振の等価機械モデルを示す.この系の支配方程式は

Mf'･Di+Kf･Kp(i-x)-g

Dpカ+Kp(x-i)=0

となる.ここで,外部回路のインピーダンスZは等価機械インピーダンスDpで表される.図3.4
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Fig.3.4 Equivalentmechanicalmodelforthepassivevibrationsuppression.

においても主系に相当する-自由度振動系の部分ははりの曲げの振動モー ドの一つを表すので,

式(3.3)と同じ記号を用いた.式(3.8),(3.9)において,

Kp-古 02

Dp-Z(92

x=旦
0

(3.10)

とおき,式(3.9)の両辺を㊤で割れば式(3.3),(3.4)と一致する.圧電素子内部のキャパシタンス

は等価剛性Kpで表現され,これによって主系と等価機械インピーダンスDpは結合される･

外部回路のインピーダンスZの等価機械インピーダンスDp-の変換方法について,図 3･5に

示すインダクタンスLE,抵抗RE,キャパシタンスCEからなる場合を例にとって説明する･

まず,図 3.5に示 した受動制振モデルを図 3.6のように機械系と電気系の二つに分ける･ここ

で,図 3.6左図のjTsは圧電素子の逆圧電効果により主系に加えられる九 図 3･6右図のvsは圧電

素子の圧電効果によって外部回路に加わる電圧である.それぞれ

fs-0(貰弓 q〕

vs-貰 弓 q

33
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Fig.3.5 Anexampleofanexternalcircuit.

M e chanicalpart

Fig.3.6 Mechanicalandelectricalpartsofthepassivesystem.

であり,fsとvsの間には

j:S-Ovs (3.13)

という関係がある.次に図3.6の右に示した電気系を機械系に変換する.ここで,図3.6右図は

電気系のみで表されているので,一般的に知られている機械系と電気系のアナロジーを用いて

機械モデルを立てることができる(7).今回の例では図3,6の電気系の式は

1

LEq'RE4'百 q=vs
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であり,式(3.14)の両辺に0をかけ,式(3.10)よりq-伽 とすると,

LE02かRE02か ⊥ 02x-ovs
CE

(3.15)

となる.ここで,LEO 2,REO 2,0 2/cEはそれぞれ等価質量,等価減衰,等価剛性であり,そ

のモデルは図3.7となる･式(3･13)より,等価質量LE(狛 こ加えられる力ovsと図3.6左図の力fsは

等しく,二つの機械モデルを結合することができる.よってこの例では等価機械モデルは図3.8

のようになる.

Fig.3.7 Equivalentmechanicalmodeloftheelectricalpart.

Fig.3.8 EquivalentmechanicalmodelofFig･3･5･
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なお,図3.9に示すような複数のインダクタンスが並列に接続されている回路は通常の等価機

械モデルで表現できない.しかし,この場合も相対加速度に比例するカを発生する要素を定義

すると機械モデルで表すことができる.ここで,その要素を相対質量と定義し,図3.10のよう

な記号で表すことにすると図3.9に示した系の等価機械モデルは図3.11のようになる,

Fig･3,9 Anexamplethattheequivalentmechanicalmodelcannotbeexpressedbythe
commonelements.

Fig.3･10 Symbolfortherelativemassdeflnedinthispaper.
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Fig.3.11 Equivalentmechanicalmodelusingthesymbolfortherelativemass･

3.4 等価電気モデル

3.4.1 能動制振の等価電気モデル

図3.12に能動制振の等価電気モデルを示す.等価電気モデルも振動モー ドごとに図3.12のよ

Fig13･12 Equivalentelectricalmodelfortheactivevibrationcontrol･
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うに表される.この系の回路方程式は

1
LqA'RqA+百 qA'va=VA

va-a(qA-q)
となる.式(3.16),(3.17)において

L-蛋

R-孟

C=里K
qA-㊥f
･､､-普

(3.18)

とおき,式(3.16)に0をかければ式(3.1),(3.2)と一致する.よって図3.12は能動制振の等価電気

モデルである.主系は等価インダクタンス,等価抵抗,等価キャパシタンスを直列に接続 した

回路で表される.

3.4.2 受動制振の等価電気モデル

図3.13に受動制振の等価電気モデルを示す.この系の回路方程式は

Fig.3.13 Equivalentelectricalmodelforthepassivevibrationsuppression.
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1

LqA･RqA･百qA+古 (qA-q)-VA (3･19,

Z4-古 (qA-q) Lも (3･20,

となる.式(3.19),(3.20)に式(3.18)を代入し,式(3.19)の両辺に㊤をかければ式(3.3),(3.4)と一致

する.

3.5 複数の圧電素子を用いる場合

圧電素子を用いる制振では,十分な制御力を得るために,あるいはロバス ト性を高めるため

に複数の圧電素子を用いることがある.そこで,本章では複数の圧電素子を用いる場合の等価

機械モデルと等価電気モデルについて述べる.複数の圧電素子を用いる場合,それらをまとめ

て一組の圧電素子として使用する場合とそれぞれの圧電素子に制御器や回路を別個に接続する

場合の二通りがあるので,ここではその両方の場合について述べる.

3.5.1 複数の圧電素子を-組にまとめて用いる場合

複数の圧電素子を一組の圧電素子として使用する場合は,その合成キャパシタンスと合成モ

ー ド電気機械結合係数を求める必要がある.これらを求めれば,一つの圧電素子を用いる場合

と等価になり,系の等価機械モデルと等価電気モデルを前節までに示した手法に従って求める

ことができる.複数の圧電素子の接続方法は無数に存在するが,全て直列接続と並列接続の組

み合わせによるため,ここでは諸元の異なる二つの圧電素子を直列に接続する場合と並列に揺

続する場合について述べる.

A 圧電素子を直列に接続する場合

図3.14左図に示すようなキャパシタンスC,S,モー ド電気機械結合係数Oの圧電素子にキャパ

シタンスあC,S(b,0),モー ド電気機械結合係数aO(a,0)の圧電素子を直列に接続する場合を考

える.二つの圧電素子の合成キャパシタンスをC,Ssとすると

CpSs-1 1

(I.Il/-｡こ
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Fig･3･14 SeriesconJleCtedpiezoelectricelementsandthecombinedpiezoelectricelement.

となる･圧電効果による合成の発生電圧を㌔ Sとおくと,

vos寺 号 E

であり,式(3･21),(3･22)より合成モー ド電気機械結合係数osは

os-vos亨 隷

(3.22)

(3.23)

となる･ここでは圧電効果による発生電圧より合成モー ド電気機械結合係数osを求めたが,逆

圧電効果による制御力より求めても同じ結果になる.式(3.21),(3.23)より直列に接続 した二つ

の圧電素子は図 3.14右図に示す一つの圧電素子と等価である.等価機械モデルや等価電気モデ

ルを求める場合はこの合成圧電素子を用いればよい.

能動制振はモー ド電気機械結合係数の大きさで制御力が決まる.式(3.23)で与えられる合成モ

ー ド電気機械結合係数 osは0とaoの中間の値になるため,能動制振では圧電素子の直列接続

は等 しい制御電圧で得られる制御力を低下させることになる.

受動制振は圧電素子内部のキャパシタンスに相当する等価剛性Kpと主系の剛性Kの比であ

る等価剛性比βで制振性能が決まる.図3.14右図に示した合成圧電素子の合成等価剛性比をPs

とおくと式(3.21),(3.23)より

ps- 宕諸 芸 (3･24,

となる.

合成等価剛性比Psの値が大きいほど受動制振の制振性能は高くなる･そこで,図3114左図に
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示 した二つの圧電素子の等価剛性比の和PTを基準にして,合成等価剛性比Psが最大になる条件

を求める.

p T-(.･i)% (3･25,

であり,これは二つのばねを並列に接続 した場合の値に相当する･PTとPsの間には,式(3.24),

(3.25)より

A -Ps-思 量 ,-o (3･26,

という関係がある.すなわち,受動制振における合成圧電素子の性能はα=lの場合が最も高い.

この条件を満たす代表例は諸元の等 しい圧電素子を直列に接続する場合である.式(3.26)は複数

の圧電素子を直列に接続する場合の指標になる.

B 圧電素子を並列に接続する場合

前小見出 しと同じ二つの圧電素子を,図 3.15左図のように並列に接続する場合を考える.二

つの圧電素子の合成キャパシタンスをC,Spとおくと

C,Sp-(I+b)C,S

である.また,合成モー ド電気機械結合係数をopとすると

O p-(1+a)0

(3.27)

(3.28)

となる.式(3.27),(3.28)より並列に接続 した二つの圧電素子は図 3.15右図に示す一つの圧電素

子と等価である.等価機械モデルや等価電気モデルを求める場合はこの合成圧電素子を用いれ

Fig･3･15 Parallelconnectedpiezoelectricelementsandthecombinedpiezoelectricelement･
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ばよい.

式(3.28)より合成モー ド電気機械結合係数 o pは二つの圧電素子のモー ド電気機械結合係数の

和で与えられる.そのため,能動制振で二つの圧電素子を並列に接続 した場合に得られる制御

力は大きい.

図3･15右図に示した合成圧電素子の合成等価剛性比をPpとおくと,式(3.27),(3.28)より

pp-9 % (3･29,

である.

前小見出しと同様に,合成等価剛性比Ppが最大になる条件を求める.PTとPpの間には,式

(3.25),(3.29)より

針 Pp-宕諸 芸 ≧ o (3･30,

という関係がある.すなわち,受動制振における合成圧電素子の性能はa-bの場合が最も高い.

これは並列のバランスが取れていることを意味する.

3.5.2 複数の圧電素子を個別に用いる場合

複数の圧電素子を使用し,それぞれに制御器や回路を接続する場合は等価機械モデルと等価

電気モデルが複雑になる.ここでは,複数の制御器と圧電素子で能動制振を行 う場合と,複数

の回路と圧電素子で受動制振を行 う場合について述べる.

A 能動制振の場合の等価モデル

図3.16に複数の制御器と圧電素子を用いて能動制振を行 う場合の制振モデルを示す.この系

の支配方程式は

Mi-･Di+Kf･∑01Va.-Qf
=L-h

vat-貰弓 ql,(i-1,･･･,n)

である.ただし,ここでのiは振動モー ドの次数ではなく,圧電素子とそれに加える制御電圧の

識別番号である.
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Fig,3.16 ModelofactivevibrationcontroluslngSeveralextemalcontrollers.

図3.16に示した制振モデルの等価機械モデルは図3.17のようになる.支配方程式は

Mf-･Di+KE･∑K｡1(i-xl)-QflJ

fc.=Kpl(i-xl),(i-1,-.,n)

である.式(3.33),(3.34)において

fcl f c 2

Fig･3･17 Equivalentmechanicalmodelforthemodelofactivevibrationcontrolusing
severalextemalcontrollers.
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(3.35)

とおくと,式(3.31),(3.32)と一致する.

図3.16に示した制振モデルの等価電気モデルは図3.18のようになる.単一の制御器の場合の

等価電気モデルでは付加系を基準にして主系の等価インピーダンスを求めたが,諸元の異なる

付加系が複数存在する場合は,それぞれの付加系からみた主系の等価インピーダンスが異なる

ため,図3.18のように相似回路を用いて主系を基準にする必要がある.この等価電気モデルの

支配方程式は

Mi-･Di･Kf･∑0.va1-g1-I

oIVa1-%(埼 ),(i-1,･･･,n)

Fig.3.18 Equivalentelectricalmodelfわrthemodelofactivevibrationcontrol.
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であり,式(3.31),(3.32)と本質的に等しい.複数の制御器 と圧電素子を用いる場合の等価電気

モデルでは相似回路を用いるため,等価電気モデル内の圧電素子に相当するキャパシタンス等

の値はそれらの実際の値とは異なる.

B 受動制振の場合の等価モデル

図3.19に複数の回路と圧電素子を用いて受動制振を行 う場合の制振モデルを示す.この系の

支配方程式は

･ E.Di･Kf･iol〔貰 5-i ql〕-g (3･38,

zl41で q1-貫目 -1,･･･,n) (3･39,

1

である.

図3.19に示した制振モデルの等価機械モデルは図3.20のようになる.支配方程式は

Mi.Di+Kf･∑Kpl(i-ち)-g1-1

Dplil+Kpl(x1-i)-0(i-1,-,n)

である.式(3.40),(3.41)において

Kpl-i o ?

Dpl-Z.0 ?

-r･-吉

(3.42)

とおくと,式(3.38),(3.39)と一致する.

図3.19に示した制振モデルの等価電気モデルは図 3.21のようになる.受動制振の場合も相似

回路を用いて主系を基準にする必要がある.この等価電気モデルの支配方程式は

･i'･Di･Kf･拷 (i-;〕-Qf (3･43,

zlO14.-苦〔埼 〕(i-1,-,n) (3･44,

であり,式(3.38),(3.39)と本質的に等しい･この等価電気モデルにおいても,等価電気モデル
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Fig.3･19 ModelofpassivevibrationsuppressionuslngSeveralcircuits.

Fig.3.20 Equivalentmechanicalmodelf♭rthemodelofpassivevibrationsuppressionuslng
severalcircuits.
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･旦
0.
日日日‖=u

･s
J
o
rf

日日日日=∪

Fig.3.21 Equivalentelectricalmodelf♭rthemodelofpassivevibrationsuppressionuslng
severalcircuits.

内の外部インピーダンスや圧電素子のキャパシタンスの値はそれらの実際の値 とは異なる.

3.6 緒言

圧電素子を用いた能動制振 と受動制振の等価機械モデルと等価電気モデルを示し,理論的に

一致することを証明した,また,複数の圧電素子を用いて制振する場合の等価モデルについて

も,それらを一組にまとめて使用する場合とそれぞれに制御器や回路を接続する場合に分けて

等価モデルの導出方法を示 した.等価モデルを用いれば,圧電素子を用いた制振に機械式の制

振装置や電子回路で得られている知見を活用できると期待される･
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3.7 付錬

2章の受動制振で扱ったLR直列回路とLR並列回路を接続したモデルの等価機械モデルと等

価電気モデルを図A3.1,A3.2に示す.どちらの場合もその等価機械モデルは機械式の動吸振器

のモデルとはダッシュポットの位置が異なる.

≡

丁

二

Fig.A3.1 EquivalentmodelsforthemodelusingLRseriescircuit.

Fig.A3.2 EquivalentmodelsforthemodelusingLRparallelcircuit･

48



第 4章 インダクタンスを用いた電気機械結合係数の高精度な測定法

第4章 インダクタンスを用いた電気機械結合係数の高精度な測

定法

4.1 緒言

圧電素子を用いてはりや平板等の曲げ振動を抑制する方法には能動制振(21)~(33)と受動制振

(8)~(14)がある.能動制振ではセンサーとコントローラを用いて制御電圧を圧電素子に加えること

によって制振し,受動制振では圧電素子にインダクタンスと抵抗,または抵抗のみを接続 し,

回路の共振や電気的な減衰を利用して振義を抑える.

能動制振では逆圧電効果を利用するので,圧電素子の性能は制御電圧と制御力間の変換効率

である電気機械結合係数によって決定される.すなわち,正確に制振性能を予測し,設計する

には高精度の電気機械結合係数の同定が必要である.また,受動制振では圧電素子の圧電効果

と逆圧電効果をともに利用するため,制振性能は電気機械結合係数の二乗の項を含む等価剛性

比で決まる.受動制振では等価剛性比の値によって,制振性能だけでなく回路の最適値も決ま

るので,高精度に電気機械結合係数を求めることは必要不可欠である.

電気機械結合係数と等価剛性比は材料定数や寸法形状,支持条件より理論値を求めることが

できるが,現実には圧電素子を貼り付けた場合の接着剤の剛性の影響や圧電素子を付加するこ

とによる主構造物の振動モー ド形状の複雑な変化等により,理論値と実測値は一致しない.そ

のため,制振性能を正確に推測するには実測により電気機械結合係数を求めることが不可欠で

ある.そこで,短絡回路と開放回路を圧電素子に接続した場合の二つ共振振動数を用いて算出

する方法が既に提唱されている(8).しかし,両者の差が小さい場合には計測の誤差によって精度

が不十分になる問題点を有しており,他に提案されている手法(15)も精度の問題を解決できてい

ない.そこで,本章では圧電素子にインダクタンスを接続した時に現れる二つの共振振動数を

用いる手法を提案する.そして,計測する各種共振振動数に分解能誤差や読み取り誤差が含ま

れる場合のそれぞれの算出式における精度の低下を解析し,提案する方法が従来の方法に比べ

て高精度であることを示す.また,新しい算出式における主系減衰と電気的な内部抵抗による

精度の低下も解析し,精度を維持するための方法を提案する.最後に数値計算と実験で本手法

の有効性を確認する.
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4.2 能動制振と受動制振の性能

4.2.1 能動制振の支配方程式

圧電素子を貼 り付けた平板のi次振動モー ドに関するアクチュエータ方程式とセンサー方程

式は

ME+K5-Ova-QPf

Of+C,Svs=q

である･ここで,va, vsは印加電圧と圧電素子のセンサー電圧を表す.能動制振ではOvaが制

御力であるので,電気機械結合係数Oによって制振性能が決まる.圧電素子をセンサーとして

も使用する場合はvsを測定し,式(4.2)よりモー ド変位Eを推定する.

4.2.2 受動制振の支配方程式

受動制振の支配方程式の導出には式(4.1),(4.2)のアクチュエータ方程式とセンサー方程式を

用いる･式(4･2)よりセンサー電圧vsは

vsニー葦 +古 q

である.圧電素子にインピーダンスZを接続すると電圧のつりあいより

Z4で す-葦

1

(4.3)

(4.4)

となる･また,インピーダンスにおける分圧が圧電素子-の印加電圧 Vaとなって制御力が発生

するので,アクチュエータ方程式は

Mf +Kf+OZq=QPf (4.5)

となる.式(4.4),(4.5)が受動制振の支配方程式である.インピーダンスとしてLR回路または抵

抗のみを接続する方法が提案されており,どちらの場合も制振性能は等価剛性比βで決まる.

機械式動吸振器やフー ドダンパ(7)では制振性能が質量比で決まることと類似 しており,等価剛性

比βは次式で与えられる.

･-蚤 (4･6,

一般に等価剛性比βは機械式動吸振器やフー ドダンパにおける質量比と同様に 1より小さい.

50



第 4章 インダクタンスを用いた電気機械結合係数の高精度な測定法

4.3 電気機械結合係数の算出武

本節では等価剛性比βの従来の算出式と新しく提案する算出式を導出し,それらの精度を解

析的に比較する.式(4.6)より,等価剛性比βを用いて電気機械結合係数Oは

O-±J両 (4･7)

と求められるので,電気機械結合係数の算出は等価剛性比の算出と等価である.ただし,式(4.7)

の符号は圧電素子の極性状態より決定する必要がある.

4.3.1 従来の算出方法

従来の方法(8)では図4.1のように圧電素子電極間を短絡した場合と開放した場合の共振振動数

aTs,abを測定して等価剛性比βを求める･式(4･4),(4･5)より,加振振動数をa,とすると無次元

化したコンプライアンスは

i 1

fst 一g2+1+PGz

である.ここで,

Fig･4･1 Openandshortcircuitwithapiezoelectricelement･
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三三ニー.‡
である.外部回路が短絡回路の場合,Z-Oより,式(4.8)は

f 1

fst -g2+1

となる.同様に外部回路が開放回路の場合∴Z=のより,式(4.8)は

f 1

fs.一g2+1+β

となる.共振振動数は式(4.13),(4.14)の分母が Oになる振動数であるので,

aIs-0

a･.-E3JiT膏

である･従来の手法で求まる等価剛性比P.は式(4･15),(4.16)より

p.-盛二生=g孟-1aTs2
aJo

go=-
als

である.

(4.12)

(4.13)

(4.14)

4.3.2 新 しい算出方法

図 4.2のように圧電素子に開放回路ではなくインダクタンスを接続する方法を提案する.イン

ダクタンスを接続することによって系を2自由度とし,周波数応答に現れる二つの共振振動数

Resonancecircuit

Fig･4･2 InductancewithapleZOelectricelement･
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を測定して等価剛性比を求める.

式(4.8)より,圧電素子にインダクタンスLを接続した場合の無次元化したコンプライアンス

は

i f2-g2
fst(1-g2)(f2-g2トβg2

となる.ここで,

f-a

oa-読

である.式(4.19)より,二つの共振振動数比gL,gRは

(1-g2)(f2-g牛βg2-0
ど

を満たすので,

(1･′ 2+β)辛 (l･f 2･β)2 - 4 f 2

である.根と係数の関係を式(4.22)に用いると

gZ+g孟-1+f2+β

g三･g孟-f2

であるので,本手法で求まる等価剛性比PNlはgL,gRを用いて

pNl-(1-gZ)(gi-1)-盛二重吏蚕ae a･S2

(4.19)

(4.22)

(4.23)

(4.26)

となる.ここで,a'L,a･Rは二つの共振振動数である･式(4･26)が本章で提案する等価剛性比の

算出式である.また,式(4.19)より反共振振動数比g｡は

′2-g2-0

gc=′

(4.27)

(4.28)

を満たすので,

である.本手法で反共振振動数比gcを用いて求まる等価剛性比PN2は式(4･24),(4･28)より
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PN2=g三十g三一g2-1
a･Z+a,孟-ai-a,S2

(4.29)

となる.ここで,a)Cは反共振振動数である.式(4.26),(4.29)ではfの値を陽に含まずに等価剛

性比を求めることができる.

4.3.3 精度の比較

各種共振振動数比の値に分解能誤差や読み取り誤差等が含まれる場合のP.,PNl,PN2の精度

を調べる･g｡,gL, gR,g｡の二乗を真値と誤差に分け,

g孟-(1+G｡)+C｡

gZ-(1-GL)+CL

gま=(1+GR)+ER

gg-(1+Gc)+cc

^

P

,-

,-

0

1

2

3

3

3

3

3

4

4

4

4

3

円
u

EZはu

3

とおく･ここで,それぞれ第一項が真値,第二項が誤差であり,G｡,GL,GR>0である.式(4.17),

(4.26),(4.29)に式(4.30)-(4.33)を代入すると

P.=G.+6.

Al-GL･GR+(GLISR-GR･CL-CL･CR)

A 2-(-GL+GR-Gc)+(cL+SR一cc)

Eil

nrhu

Eii

4

5

′hU

3

3

つJ

4

4

4

′t

′t

t

となる･ここで,それぞれの第-項が等価剛性比の真値ppであり,第二項が誤差である･ 60,

CL, CR,ccの絶対値は全て 1より十分に小さく,G｡,GL,GR,lGcIも 1より小さい･よっ

て誤差の大小関係は

t6.回cL･gR一cc回 GL･CR-GR･CL-CL･CRl (4.37)

である.すなわち,pNlの精度が最も高い･

P., PN2では等価剛性比の真値ppの大きさと誤差の大きさは独立であり,P,が小さい場合に

は誤差の影響で精度が不十分になる.しかし,PNlでは等価剛性比の真備 Ppと誤差の大きさに

関係があり,Ppが小さい場合にはGL,GR も小さくなるため誤差が縮小され,精度の低下が抑

えられる.よって,P.,PN2の精度が著しく低下する場合でもPNlでは高精度に算出できる･

理論的にPNlの誤差ENlが最小になる条件を求める･式(4･35)より,

ENl=GL･SR-GR･gL一gL･ER=GL･ER-GR･SL (4.38)
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であるので, SLとSRの符号と無関係にJENllの期待値が最小になる条件は

GL=GR

である.よって,近似的に式(4.23),(4,31),(4.32)より

(I/ f-JT7

を満たすようにインダクタンスを調整すればよい.式(4.24)より,式(4.40)は

a,f+ai-2ae

(4.39)

(4.40)

(4.41)

とも同値であり,式(4･40),(4･41)を満たせばIENllの期待値はほぼ最小になる･主系減衰または

内部抵抗が存在し,等価剛性比が 1より十分小さい場合は,インダクタンスを調整して周波数

応答の二つの共振の山の高さをそろえれば式(4.40),(4.41)をほぼ満たすことができる.

4.4 主系減衰と内部抵抗の影響

前節では主系減衰と,圧電素子やインダクタンスに含まれる内部抵抗を無視し,不減衰共振

振動数を用いた等価剛 性比の算出式を導出した.しかし,実機には主系減衰や内部抵抗が必ず

含まれるので,測定される共振振動数は減衰共振振動数である.不減衰共振振動数と減衰共振

振動数の差異を6･Qと表すと,それぞれを無次元化し,共振振動数比にした場合の差異Sによ

っても等価剛性比の算出式の精度が低下する.そこで,主系減衰と内部抵抗による等価剛性比

算出式pNlの精度の低下を前節と同様の方法で調べる･

4.4.1 主系減衰の影響

圧電素子等に含まれる内部抵抗を無祝し,主系減衰βを含めた支配方程式は式(4.4),(4.5)よ

り

ME+Df+Kf+OLq-QPf

Lqで q-; i

l

である.無次元化したコンプライアンスは式(4.42),(4.43)より

f f21g2

ZD-2jgg
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D

g=盲扇露 (4･46)

となる.図 4･3に減衰比Fを変化 させた場合の無次元化 したコンプライアンスの大きさ〟｡を,

表 4.1にそれぞれの減衰共振振動数比とそれらより算出されるPNlを示す.ただし,このコンプ

ライアンスは数値計算で分解能誤差を十分に小さくし,表 4.2に示す諸元を用いて求めた.ここ

で,′は式(4･40)で求められる値とした･主系減衰が大きい場合には減衰共振振動数比gL,gRが

60
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Fig.4.3 Calculatedresultsoffrequencyresponseforvariousg.

Table4･1 CalculatedresultsofgL,gRandPN.forvariousg･

g gL gR PNl

0 0.9841 1.0157 0.001000

0.002 0.9841 1.0157 0.001000

0.01 0.9840 1.0157 0.0009998

0.02 0.9840 I.0156 0.0009993

0.04 0.9837 1.0153 0.0009981
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不減衰共振振動数比よりも小さくなるのでSを生じるが,それらを用いて算出されるPN.の精度

はほとんど低下しない･式(4.31),(4.32)と同様にgLとgRの二乗を不減衰共振振動数比による項

と∂による項に分け,

gZ=(llGL)-ALD

g孟=(1+GRト AR｡

とおく.ここで,それぞれ第-項の平方根が不減衰共振振動数比,全体の平方根が減衰共振振

動数比である.式(4.40)が満たされ,Pp≪1であれば

A L,-i

Aw-与

である.ここで,誤差とは異なり,主系減衰による差異は同符号で絶対値もほぼ等しいことに

注意が必要である･式(4.38)と同様にPNlの誤差ENlを求めると

ENl=GL･ARD-GR･ALD =0 (4.51)

となる.すなわち,式(4.40)を満たす場合は主系減衰によって生じる誤差が相殺されるので精度

の低下はほとんどない.また,能動制振や受動制振を行 う構造物の主系減衰は一般に小さいの

で,主系減衰に起因する精度の低下はほとんどない.現実には共振振動数の変化よりも,主系

減衰が大きくなることでピークを正確に読み取れなくなることの方が問題である.

4.4.2 内部抵抗の影響

主系減衰を無視し,内部抵抗Rを含めた支配方程式は式(4.4),(4.5)より

Mf'+Kf+0(Lq+Rq)-QPf

Lq･Rqで q-葦

1

である.無次元化したコンプライアンスは式(4.52),(4.53)より

f f2-g2+zR

Es.-(11g2)(f2-g2･zR)･P(-g2･zR)

IR-2jEfg
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となる.図 4.4に抵抗比Eを変化させた場合のコンプライアンスの大きさucを,表 4.3にそれ

ぞれの減衰共振振動数比gL, gRとそれらより算出されるPNlを示す.ただし,これらは数値計

算で分解能誤差を十分に小さくして求めた.数値計算の諸元は前項の表4.2と等しくした.抵抗

比{が小さく,二つの共振の山と反共振の谷が鮮明である場合は減衰共振振動数比の不減衰共

振振動数比との差Sがほとんどなく,PNlの精度は低下しないが,抵抗比Eが大きくなると二つ

の減衰共振振動数比が接近 し,最終的に一つの共振振動数比になるため精度が低下する.式

(4.47),(4.48)と同様にgLとgRの二乗を不減衰共振振動数比による項と∂による項に分け,

gZ-(トGL)･ALR

gi-(1+GR)-ARR

ALR,ARR>0
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Fig.4.4 Calculatedresultsof&equencyresponseforvariousI.

Table4･3 CalculatedresultsofgL,gRandPN.forvarious{･

I gL gR PNl

0 0.9841 1,0157 0.001000

0.002 0.9841 1.0157 0.0009999

0.01 0.9845 1.0152 0.0009421

0.02 0.9895 1.0107 0.0004494
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とおくと,式(4.38)より,PNlの誤差ENlは

ENl=-GLIARRIGR･ALR<0 (4.60)

となる.すなわち,内部抵抗によって生じる誤差は第一項と第二項が相殺されずに加算される

ので,抵抗比Eが大きい場合,pN.は真値Ppよりも小さくなる.図 4.4の6-0.1の場合のよう

に共振振動数比が一つしか存在しない場合は算出することさえ不可能である.

4.4.3 両方存在する場合

厳密には主系減衰と内部抵抗がPNlの精度におよぼす影響は独立ではない.しかし,その関係

は非常に複雑である.そこで,前項までと同様に両者が含まれる支配方程式を導出し,gとIを

変化させた場合のコンプライアンスを求め,それぞれの場合のPNlを算出することで精度の変化

を調べる.主系減衰Dと内部抵抗Rを両方含めた支配方程式は式(4.4),(4.5)より

Mf.･Di･Kf･0(Lq･Rq)-QPf

1

Lq･Rq十百 q-影

である.無次元化したコンプライアンスは

f21g2+zR

fs.(1-g2･Z,)(f2-g2･IR)･β(-g2･IR)

(4.63)

となる.図 4.5にg,{とPNlの関係を示す.数値計算の諸元は表 4･2と等しくした･主系減衰

と内部抵抗の影響が独立ではないため,g,{の値によっては真値よりもPN.の方が大きくなる･

g Ol00
Fig.4.5 DeviationofβN.Withtherealvalueofβ･
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ただし,一般に減衰比gは小さいので,PNlの精度に与える影響は小さい.また,g,{の影響

はJ万に反比例するため,等価剛性比の小さい系ではg,Eの影響が大きくなり,等価剛性比の

大きい系では影響は小さくなる.ただし,図4.5より,g,Eが大きく,その影響を無視できな

い場合でも,抵抗比Eを小さくできれば減衰比gの大きさと無関係にPN.はほぼ真値になる.

4.4.4 精度を高める方法

PNlの精度を高める方法を以下に二つ提案する.

A 負性抵抗接続法

PN.の精度を低下させる主な原因は圧電素子や回路の内部抵抗なので,回路に負性抵抗を接続

し,内部抵抗を小さくする方法を提案する.装置によっては図 4.4の{-0.1の場合のように内

部抵抗が大きいために共振振動数が一つしか存在しない場合があるが,このような場合には特

に効果が期待される.負性抵抗にはいくつか種類が存在するが,本論文ではFrequencyDependent

NegativeResistance(50)を用いる.これは周波数に依存する負性抵抗であるが,使用する周波数の

帯域は狭いのでほぼ-定借になる.また,可変型にできるので調整が容易である.

B 周波数応答重ね合わせ法

数値計算で求めた周波数応答と実験結果を重ね合わせることによって調整する方法を提案す

る.この方法では厳密な数値計算が必要であるので,式(4.61),(4.62)を用いなければならない.

実験結果と数値計算が最も一致するL,R,0等のパラメータを最小二乗法によって求める.

ただし,M とC,Sは定数とする必要があり,K,D,Qは必要に応 じてパラメータか定数かを

決定すればよい.方,βもパラメータにする場合は短絡回路での実験結果は不要である.一般

に計算結果と実験結果の残差が′J､さい場合ほど,得られる電気機械結合係数㊥,等価剛性比βの

精度は高い･なお,C,Sの精度が低く,かつLを高精度に測定できる場合は,逆にLを定数とし

てCpSをパラメータにすることができる･

ここで,開放回路を接続する従来の方法でも周波数応答の重ね合わせによる調整は可能であ

り,共振振動数を周波数応答全体から求めるので読み取り誤差や分解能誤差が小さくなる利点

がある.しかし,等価剛性比が十分に大きく,二つの共振振動数の差が大きい場合でなければ

実験の精度が結果に大きく影響するため,高精度な等価剛性比を得ることは不可能である.
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4.5 美浜

4.5.1 実験装置と対象の振動モー ド

図 4.6に本章の実験で用いた装置の概略を示す.周辺を固定したアル ミニウム製の平板

(300mmx400mmxlmm)に一枚の圧電素子(22mmx32mmxO･22mm,C,S-o･040pF)を導電性接

着剤で貼り付けた.なお,この圧電素子は長さ方向伸び振動タイプである.インダクタンスに

はGIC(GeneralizedImpedanceConverter)による合成可変インダクタンスを,負性抵抗にはFDNR

(FrequencyDependentNegativeResistance)を用いた(50).

一般に低い振動数域での制振が重要であるので,測定の対象は基本振動モー ドの電気機械結

合係数とした.電気機械結合係数は振動モー ドによって異なるので,他の振動モー ドの電気機

械結合係数が必要な場合はその振動モー ドに対して同様の測定を行わなければならない.電気

機械結合係数は対象とする振動モー ドの曲率最大の位置に貼り付けると最も大きくなるので,

圧電素子は平板の中央に貼り付けた.

匠ヨーspeaker

SoundpressureexcitationI Il
I l l
▼ ▼ ▼

'pq eBl:e3 ;meterPiezoelec

+/

tricelement

Fig･4･6 Schematicdiagramoftheexperimentalapparatus･

4.5.2 実境方法

図4.6のように平板を音圧で加振し,加速度ピックアップとマイクロフォンを用いて平板の振

動変位と加振音圧を測定した.ここで,加速度ピックアップは(x,y)-(0･15m,0･15m)の位置に設

置した.図4.7に座標軸の取り方を示す.Zは平板の中立面からの距離である･また,マイクロ

フォンは(x,y,I)-(0･15m,0･10m,0･010m)に設置した･ここでは47･0mm,3gの小さな加速度 ピ
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0.3m
Fig･4.7 Coordinatesofaplate.

ックアップを用いたため問題とはならなかったが,その設置が系に影響を及ぼす場合は非接触

型のセンサーを用いる等の対策が必要である.

実験で無次元化したコンプライアンスを求めるには5,fstが必要であり,Eは次式で与えら

れる.

5-岩 手 (4･64,

ここで,V(x,y)は平板の振動モー ドの固有関数である(51)･fstは式(4･10)で与えられる･W(x,y,t)

は加速度ピックアップ,p,はマイクロフォンで計測し,Kは近似的に圧電素子電極間短絡時の

共振振動数a･Sの二乗とした･Q,V(0･15,0･15)は

Q-0.1478

V(o･15,0･15)-3･811

とした.また,計測器の分解能周波数は0.05Hzとした.

4.5.3 等価剛性比の精度の比較

P.,PNl,PN2の精度を比較するための実験を行った･ここでは負性抵抗は接続しなかった.

図 4.8,4.9に圧電素子電極間を短絡した場合,開放 した場合,インダクタンスを接続 した場合

のコンプライアンスの大きさ〟｡を示す.ここで,インダクタンスは周波数応答の二つの山の高

さがそろうように100H付近で微調整をした.表 4.4に短絡時の減衰共振振動数 79.15Hzを近似

的に不減衰共振振動数として算出した各種共振振動数比と,それらより算出されるPo,PNl,PN2

を示す.また,後述する周波数応答重ね合わせ法によって精度を高めた等価剛性比を便宜上,

真値Ppとして合わせて示す.括弧内は式(4.7)を用いて算出した電気機械結合係数0である.実
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Fig.4.8 Experimentalresultsoffrequencyresponsewiththeshortandopencircuits.
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Fig･4･9 Experimentalresultsoffrequencyresponsewiththeinductance.
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Table4A ExperimentalresultsofgandP.

go 1.0000

gL 0.9823

gc 0.9987

gR 1.0152

Po o (㊥o=oN/V)

PNl 0.001071 (ON1-0.003255N/V)

PN2 -0.001990

験装置の等価剛性比が小さいために6.,PN2では正確な電気機械結合係数を得ることができな

かった.

4.5.4 負性抵抗接続法の検証

前項の実験では内部抵抗が小さかったので,抵抗を接続し,図 4.4の{-0.1の場合のように

共振振動数を一つにした.ここで,付加 した抵抗の大きさは2500E3であり,純粋な内部抵抗 と

合わせて約3200E2の抵抗となった.そして,図4.10のように負性抵抗 FDNR (可変)を接続す

ることによって,全抵抗が小さくなり,二つの共振振動数が現れた.図4.11に共振振動数が-

Piezoelectricele ent

I GND =G

R(added)

FDNR

ND

Fig･4110 Inductance,resistanceandFDNRarecoupledtothepiezoelectricelement･
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Fig.4.11 Experimentalresultsof&equencyresponsewithresistanceandFDNR.

Table4.5 Experimentalresultsofwithg andP withresistanceandFDNR.

gL 0.9861

gR 1.0139

PN. 0.000773 (ON1=0.902765N/V)

つしか現れない場合と負性抵抗を接続した場合のコンプライアンスの大きさucを示す･表 4･5

に前項と同様の方法で算出した各種共振振動数比とそれらより算出されるPN.,電気機械結合係

数ONlを示す.負性抵抗で抵抗を打ち消すことにより,二つの共振振動数比を再び得ることが

できた.鋸 こ比べて値が小さいが,抵抗を完全には打ち消せなかったことが原因だと考えられ

る.

4.5.5 周波数応答重ね合わせ法の検証

図4.9に示した実験結果に周波数応答重ね合わせ法を適用し,正確な㊥を求めた･ここで,〟 ,

K,D,CpSを定数とし,0,L,R,Qをパラメータにした･表 416に用いた値と求めた値を

示す.図 4.12に表 4.6の値で求めた数値計算と実験の結果を合わせて示す.ここで,実験での

コンプライアンスの算出には式(4.65)ではなく表 4.6のQを用いた.両者の結果がほぼ一致して

いるので,得られた電気機械結合係数Oはほぼ真値であるといえる.
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Table4.6 Valuesofmaterialarameters.

〟 1.0000kg

K 247320N/m

D 3.69Ns/m

CpS 0.040LLF

0 0.003177N/V

L 101.4H

R 683.7f2

45

40

訂 3 5

% 30

3 25

2 0

15

75 77 79 81 83

Frequency(Hz)
Fig･4･12 Experimentalandcalculatedresultsoffrequencyresponsewithinductance･

図4.11に示した負性抵抗接続法の結果に周波数応答重ね合わせ法を適用して得られた値を表

4･7に示す･ただし,M ,K,D･C,Sは表 4･6と同じである･図4･13に得られた値で求めた数

値計算と実験の結果を示す.抵抗と負性抵抗を接続 しない場合の電気機械結合係数よりも小さ

い値にはなったが,周波数応答重ね合わせ法を適用することで近づいた.また,前項の結果と

合わせると負性抵抗の大きさは約-2200E2であったと考えられる.
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Table4.7 CalculatedmaterialarameterswithresistanceandFDNR.

0 0.002878N/V

L 101.OH

R 956.1E2

45

40

ZF 35
'て〕

て 30

3 25

20

15

75 77 79 81 83

Frequency(Hz)
Fig.4,13 ExperimentalandcalculatedresultsoffrequencyresponsewithFDNR･

4.6 緒言

圧電素子の電気機械結合係数と等価剛性比を実験で高精度に求める新しい手法と算出式を提

案 し,電気機械結合係数が小さいために従来の方法では精度が不十分になる場合でも,数値計

算と結果がほぼ一致する高精度な値を算出できることを理論 と実験で示した.また,主系減衰

や内部抵抗による精度の低下を抑制する方法として負性抵抗接続法と周波数応答重ね合わせ法

を提案 し,実験でその有効性を示した.
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第5章 圧電素子と電子回路を用いた二重吸振器による受動制振

5.1 緒言

圧電素子を用いてはりや平板等の曲げ振動を抑制する方法が注目され,多数の研究が行われ

ている.圧電素子を用いた制振は機械式動吸振器やアクティブマスダンパを用いる制振に比べ

て,必要なスペースが小さく,圧電素子自体の大きさのわりに得られる制御力が大きいためで

ある.圧電素子を用いた制振には,外部から圧電素子に制御電圧を加える能動制振(21)~(33)とイン

ダクタンスや抵抗等を圧電素子に接続することによって機械式動吸振器のようにふるまわせる

受動制振がある(8)I(14)

能動制振では制御電圧を大きくすることにより高い制振性能を実現でき,制御器の設計によ

ってはロバス ト性を高めることができるが,常にその発振の可能性が問題となる.また,デジ

タルのコン トローラを用いる場合は振動数の高い振動モー ドは制御できず,装置の価格が高く

なる.そこで,受動的な手法で,高い制振性能とロバス ト性を実現する必要がある.圧電素子

を用いた受動制振の中では LR 回路を用いた手法の制振性能が比較的高いが,それでも能動制

振と同等の制振性能を実現するためには圧電素子の数を増やす必要がある.また,回路内の電

気共振によって主系の振動を抑えるので,主系の固有振動数が変化する場合には制振性能が低

下する問題もある.一方,この LR 回路を用いた制振手法と制振の原理が類似している機械式

動吸振器では,制振性能とロバス ト性の問題を多重動吸振器で解決できるという知見が得られ

ている(52)-(55).そこで,本章では機械式の多重動吸振器に相当する回路を提案する.多重動吸振

器の性能とロバス ト性は動吸振器系の自由度を増やすほど向上するが,同時に装置の最適調整

が困難になるので,ここでは二重動吸振器に限定する.機械式の二重動吸振器には並列型(52)I(53)

と直列型(54)I(55)があるが,本章ではその両方に相当するモデルを示す.それぞれのモデルにおい

て,主系の剛性の変化を考慮する場合と考慮しない場合の回路の最適調整式を求め,数値計算

と実験で,本手法と最適調整式の有効性を検証する･
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5.2 二重吸振器モデルと最適調整式

機械式の二重動吸振器は,合計の質量が等しい一重動吸振器よりも制振性能が高く,動吸振

器系の二つの固有振動数を調整することでロバス ト性を向上させることができる.この二重動

吸振器には並列型(52),(53)と直列型(54),(55)があり,直列型の方が制振性能に優れるが,並列型は動

吸振器系の二つの固有振動数の調整が独立であるため最適調整は容易である.このようにそれ

ぞれが利点を持つため,本章では圧電素子と電子回路を用いた受動制振でその両方に相当する

モデルを提案する.また,機械式の二重動吸振器では,主系がモデル化誤差を持たない場合の

動吸振器系の最適調整式 (以下,ノミナル最適調整式と称す)と,主系がモデル化誤差を持つ,

ここでは特に主系の剛性が変化する場合の最適調整式 (以下,ロバス ト最適調整式と称す)が

求められている.機械式の装置の場合,動吸振器系の総質量一定の条件のもとでこれらの最適

調整式は求められるが,圧電素子を用いた装置の場合は圧電素子の等価剛性が一定という条件

になり,前提となる条件が異なる.そこで,本章では提案する二つの電気式二重吸振器モデル

の最適調整式も新たに求める.

5.2.1 並列二重吸振器のモデル

図5.1に圧電素子と電子回路を用いた並列二重吸振器のモデルを示す.圧電素子は二組に分け

て使用し,それぞれの圧電素子に LR回路を接続することで,それぞれが電気式の一重吸振器

になる.図5.2にこのモデルの等価機械モデルを示す.図5.1,5.2中の記号は次項で説明する.

等価機械モデルは機械式の並列二重動吸振器のモデルと少し異なるが,主系に二つの一重動吸

Piezoelectricelement1

Piezoelectric
/ 也

elemet2 /

ll

Fig.5.1 Modeloradualandparallelelectricalvibrationabsorber.
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第 5章 圧電素子と電子回路を用いた二重吸振器による受動制振

Fig.5.2 EquivalentmechanicalmodelfTorthemodelofthedualandparallelelectrical
vibrationabsorber.

振器を並列に設置したモデルであり,機械式の並列二重動吸振器に類似した効果が得られる.

A 支配方程式

一般に吸振器は主系の減衰が小さい場合に用いられるので,ここでは主系の減衰は無視する.

この手法で抑えられる振動モー ドは単一であり,制振性能をその共振の大きさで評価するため,

他の振動モー ドは近似的に無視できる.図5.1に示した並列二重吸振器のモデルの支配方程式は

･i.･K打鴎 5-i ql〕･鴎 5-i q2〕-QPf (5･1,

hlql･RpIq.･百q1- 号 f (5･2,

1

Lp242IRp242号 q2-畏 f (5･3,

1

である.ここで,M はモー ド質量,Kはモー ド剛性,Oはモー ド電気機械結合係数,C,Sは圧

電素子のキャパシタンス,Qはモー ド外力影響係数,Lはインダクタンス,REま抵抗,Eはモ

ー ド変位,qは電荷,pfは平板に加わる等分布荷重である･下付きの数字は二つの圧電素子を

それぞれ示す.式(5.1)-(5.3)より無次元化したコンプライアンスは

i.c 1
fat- 一g2･1+P.(1-GA)･P2(llGB)
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-g2+fA21+2jfJAlg

fA22

(5.5)

(5.6)

(5.7)

(5.8)

(5.9)

(5.10)

(5.ll)

(5.12)

(5.13)

(5.14)

(5.15)

(5.16)

(5.17)

となる.ここで,a)は加振振動数である.また,二組の圧電素子をまとめて一組にした場合の

圧電素子の等価剛性比βと,まとめる前の二組の圧電素子の等価剛性比P.,C2との間には,並

列のバランスを取ればβ=pl+C2という関係がある･

B ノミナル最適調整式

一重吸振器の場合は定点理論(7),(47)を用いて回路の最適調整式を導出することができるが,二

重吸振器の場合は式(5.4)-(5.6)のようにコンプライアンスが複雑になり,理論的に最適調整式を
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第 5章 圧電素子と電子回路を用いた二重吸振器による受動制振

導くことは困難である.そこで,機械式の二重動吸振器では,数値最適化手法を用いて,主系

の最大振幅を最小にする条件で動吸振器の最適調整が行われる.また,動吸振器の総質量比を

実用的な範囲で変化させて固有振動数比や減衰比の最適値をグラフ化し,それらを近似式で表

した報告もある(52)~(55).本論文では最適調整式の制約条件を確認し,その後,近似的に最適調整

式を求める.

式(5.4)-(5.6)よりfA.,fA2,I.,62の四つの最適調整式を求める必要がある.ここで,式(5.1)-(5.3)

より支配方程式は線形であるので,これらの最適調整式は二つの圧電素子の等価剛性比P.,P2

のみによって表される.ここで,二組の圧電素子の等価剛性比の比は機械式の並列二重動吸振

器の質量比の比と同様に1:1がほぼ最適であるので,ここでは諸元の等しい圧電素子とする.す

なわち,P,-62-β/2とする.圧電素子の等価剛性比の比を定めると,まとめて一組にした場

合の圧電素子の等価剛性比βを用いて最適調整式を表すことができる.図 5.3に数値最適化手

法で求めたfAl,fA2,g1,I,の最適値を示す･ここでは等価剛性比βを 0.0004から0.04まで

変化させた.図5.4に例としてβ-0.0004,0.004,0.04の時にこれらの最適値を用いて求めた

コンプライアンスの大きさ〟｡を示す.この結果より図 5.3に示した最適値が有効であることが

分かる.fA.,fA2,I.,62の最適値を近似式で表すと

fA.- 1'0.591J万+0.679P

fA2- 1-0.592J万+0.590β

㌫- 0.160β-0.216β2

o
!1t!J
b

uan

baJ
h

0.02 0.04

β

oO
/hY
4

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0
!1t2J
SutduttZG

0 0.02 0.04

β

Fig･5･3 0ptimum丘･equencyratiosanddamplngratiosfわrthedualandparallelelectrical
vibrationabsorber.
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Fig.5.4 Calculatedresultsofcomplianceuslngthedualandparallelelectricalvibration
absorber.

ら-0.173β+0.300β2 (5.21)

となった.図 5.3より二つの一重吸振器の固有振動数は主系の固有振動数E3の前後に分かれ,

主系の固有振動数との差はほぼ1:1である.なお,近似式(5.18)-(5.21)は決定係数がほぼ 1であり,

図5.3に示したグラフとよく一致する.回路の最適値は式(5.18)-(5.21)より求めることができる.

C ロバス ト最適調整式

ここでは主系の剛性が変化する場合を想定したロバス ト最適調整式を求める.このロバス ト

最適調整式は前小見出しと同様にまとめて一組にした圧電素子の等価剛性比βを用いて表すこ

とができるが,主系の剛性の変化をどの程度に見積もるかによって結果が異なる.ここでは代

表として±10%,±20%の剛性の変化を想定した場合の最適調整式を示す.

主系の剛性の変化率を±10%と想定した場合は

fAl-1.05'0.511Jか 1.16β

fA2- 0.943-0.321J万+0.111β

㌫-0.000450+0.182β-0.781β2

㌫-0.000826+0.207β+0.445β2

となった.また,主系の剛性の変化率を±20% と想定した場合は

fA1- 1.13'0.260Jか 2.12β
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第 5章 圧電素子と電子回路を用いた二重吸振器による受動制振

fA2- 0.881-0.0966Jか 0.0997β

I.- 0.00157+0.172p-0.383P2

ら= 0.00371+0.242β-0.0368β2

であった.近似式(5.22)-(5.29)も決定係数がほぼ 1であった.なお,βを定数とするとfA.,fA2,

乙,㌫の最適値はいずれも剛性の変化率を変数とした二次関数上に乗るので,任意の変化率で

の最適値が必要な場合はその性質を利用して式(5.18)-(5.29)より求めればよい.

ここでは主系の剛性が変化する場合を対象としたロバス ト最適調整式を求めたが,圧電素子

の特性が変化する場合もある.その場合も,数値最適化手法を用いて回路の最適値を求めるこ

とができる.

5.2.2 直列二重吸振器のモデル

図 5.5に圧電素子と電子回路を用いた直列二重吸振器のモデルを示す.この回路にはインダク

タンスが直列に二つ,キャパシタンスが一つ含まれ,圧電素子内のキャパシタンスと合わせる

と電気系が二自由度となる.図5.6にこのモデルの等価機械モデルを示す.等価機械モデルは機

械式の直列二重動吸振器のモデルと一致する.機械式の直列二重動吸振器において,動吸振器

内のダッシュポットは一つでよいという知見が得られている(54),(55)が,図5.5のモデルにおいて

も必要な抵抗は一つである.

Piezoelec
tricele ent 1Rs2

c s- 忙 _ Iqq1-q 2 LslCND

p.Tate嘉 ND

Fig･5･5 Modelofadualandserieselectricalvibrationabsorber･
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Fig.5.6 Equivalentmechanicalmodelforthemodelofthedualandserieselectricalvibration
absorber.

A 支配方程式

図5.5に示した直列二重吸振器のモデルの支配方程式は

･E.･K打 薙 Ii ql〕-QPf
(5.30)

Lslql･如 .142)･a (ql-q2)-貰6-iq- (5131,

左242-A2(41-42)･吉(ql-q2)

となる.式(5.30)-(5.32)より無次元化したコンプライアンスは

f 1

訂=一g2.1.β(トGc)

Gc-誅 -g2･j諾･(FLj:訃 2j{FLfa.g)(1-G,)

j:Z+2jgfalg
GD -早 -_2J誓121竿J .al,g/q.一g2+fl+2jgfalg
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第 5章 圧電素子と電子回路を用いた二重吸振器による受動制振

･-董

fat-普

I/:.-告
p-恵

一~ニラ
1qs｡-2Ls2

(5.37)

(5.38)

(5.39)

(5.40)

(5.41)

(5.42)

(5.43)

となる.

B ノミナル最適調整式

直列二重吸振器の場合も最適調整式を理論的に導出することは困難である.式(5.33)-(5.35)よ

りfa.,fa2,FL,Eの四つの最適調整式を求める必要がある･ここで,式(5･30)-(5･32)より支配

方程式は線形であるので,これらの最適調整式は前項と同様に圧電素子の等価剛性比βのみに

よって表される.図 5.7,5.8に数値最適化手法で求めたfal,fa2,FL,Iの最適値を示す･図

5.9に例としてβ-0.0004,0.004,0.04の時にこれらの最適値を用いて求めたコンプライアン

スの大きさucを示す.この結果より図5.7,5･8に示した最適値が有効であることが分かる･jTa.,

jTa2,P,Eの最適値を近似式で表すと

fa.-1+1159p-0･106C2

fa2- 1-3･19P+5･36P2

〃=2.40β+1.93β2

6-Jl.18p-638P2

(5.44)

(5.45)

(5.46)

(5.47)

となった.近似式(5,44)-(5.47)も決定係数がほぼ 1であり,図5.7,5.8に示したグラフとよく一

致する.等価剛性比βは一般に 1よりも十分に小さいので,式(5･46)よりインダクタンス比〟も

1より十分小さい.そのため,圧電素子に加わる制御電圧はLslの分圧とほぼ等しい･図5･7よ
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第 5章 圧電素子と電子回路を用いた二重吸振器による受動制振

り左 1とC,Sからなる共振振動数 a･alは主系の固有振動数E2より大きく,Ls2とcs2からなる共振振

動数a･a2は主系の固有振動数E2よりも小さい･また,これらの共振振動数と主系の固有振動数の

差の比はほぼ1:2である.回路の最適値は式(5.44)-(5.47)より求めることができる.

C ロバス ト最適調整式

並列二重吸振器の場合と同様に,主系の剛性の変化を考慮したロバス ト最適調整式を求めた.

ここでは代表として±10%,±20%の剛性の変化を想定した場合の最適調整式を示す.

主系の剛性の変化率を±10% と想定した場合は

fa1- I.01+2.48p-7.94P 2

fa2- 0.982-3.35P+6.94P 2

〃-0.0105+2.96β-3.09β2

{= 0.00235+1,08p-6,186 2

となった.また,主系の剛性の変化率を±20%と想定した場合は

jTa1- 1.03+2.79β-7.30β2

fa2=0.926-2.80P+0.0410P 2

FL-0.0406+3,14p-2.42P2

6- 0.00878+0.893p-5.08P2

(5.48)

(5.49)

(5.50)

(5.51)

(5.52)

(5.53)

(5.54)

(5.55)

であった.近似式(5.48)-(5.55)も決定係数がほぼ 1であった.主系の剛性の変化率を大きく見積

もるほど, a'alは大きくなり, a･a2は反対に小さくなる.なお,βを定数とするとfal,fa2,FL,

Eの最適値はいずれも剛性の変化率を変数とした二次関数上に乗るので,任意の変化率での最

適値が必要な場合はその性質を利用して式(5.44)-(5.55)より求めればよい.

5.3 数値計算と実験

5.3.1 実験装置と対象の振動モー ド

図 5.10,5.11に実験装置と回路の概略を示す.図 5.11に示すように制振対象の平板に性能の

ほぼ等しい圧電素子を二枚貼 り付け,並列二重吸振器の実験では一枚ずつにLR回路を接続し,
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直列二重吸振器の実験では二枚を直列接続で一組にして使用した.なお,二枚の圧電素子を並

列接続で一組にしても,回路の最適値が異なるのみで直列二重吸振器の制振性能は等しい.辛

板 (300mmx400mmxl･Omm)は ア ル ミ ニ ウ ム 製 で 周 辺 を 固 定 し , 圧 電 素 子

(22mmx32mmxO･22mm)は導電性接着剤で貼 り付けた･制振対象は固有振動数が約 80Hzの基本

振動モー ドとした.圧電素子の等価剛性比は対象とする振動モー ドの曲率最大の位置に貼 り付

けると最も大きくなるので,圧電素子は平板の中央に貼 り付けた.Ls2にはコイルを使用し,そ

れ以外のインダクタンスにはGIC(GeneralizedlmpedanceConverter)による合成可変インダクタ

ンスを用いた(50).Ls2以外のインダクタンスをコイルにするとそのサイズが非常に大きくなるた

めである.

巨≡ヨー speaker

Soundpressureexcitationl ll
l ll▼▼▼

Piezoelec

7

tricelements

Fig.5.10 Schematicdiagramoftheexperimentalapparatus.

DualandseriesDVA DualandparallelDVA

Fig.5.ll Schematicdiagramorthecircuits･
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5.3.2 実験方法

図5.10のように平板を音圧で加振し,加速度ピックアップとマイクロフォンで平板の振動変

位と加振音圧を測定した･ここで,加速度ピックアップは(x,y)-(0･15m,0･15m)の位置に設置し

た.図 5.12に座標軸の取り方を示す.Zは平板の中立面からの距離である.マイクロフォンは

(x,y,I)-(o･15m,0･10m,0101m)の位置に設置した･加振音圧と振動変位より無次元化したコンプ

ライアンスの大きさ〟｡を求めた･

Z

Fig,5.12 Coordinatesofaplate.

5.3.3 数値計算と実鼓の結果

表 5.1に数値計算で用いた平板と圧電素子の諸元を示す.これらは全て実験で使用した装置の

実測値である.二枚の圧電素子は大きさと材質が等しいものを平板の左右対称の位置に貼 り付

けて用いたが,表 5.1のように実測した等価剛性比等の値には少し差があった.以下の数値計算

では二枚の圧電素子を一組にした場合の諸元を使用し,並列二重吸振器でも等分割を仮定して

回路の最適値を求めた.主系の固有振動数が変化しないノミナルモデルでの数値計算と実験の

結果と,主系の固有振動数が変化する場合の数値計算と実験の結果を以下に示す.
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fmte'I raetlaDle3.l ValueSOImaterlaJParame1:erS.

Plate M 1.000kg

K 250800N/m

Piezoelectricelements(Tわtal) CpS 0.0219pF
㊨ 0.00344N/V

β 0.00215

Piezoelectricelement(No.1) CpSl 0.0411pF
㊤ 1 0.00357N/V

Pl 0.00123

Piezoelectricelement(No.2) CpS2 0.0398pF
92 0.00308N/V

Tb151 Vl

A ノミナル最適調整での結果

図 5.13に一重吸振器,並列二重吸振器,直列二重吸振器をノミナル最適調整式にもとづいて

設計した場合の数値計算結果を示す.ここで,一重吸振器と二重吸振器の制振性能を実線と破

線で示 した.直列二重吸振器の制振性能が最も高く,一重吸振器の制振性能が最も低い.図5.14

にこれらの数値計算結果に相当する実験結果を示す.また,表 5.2に並列二重吸振器と直列二重

吸振器の数値計算と実験での回路の値を合わせて示す.ここで,数値計算で使用した回路の値

は,前節で求めた最適調整式を用いて求めた.実験では平板自体に減衰が含まれるため,数値

計算結果に比べて実験結果では三つの手法の制振性能の差は小さいが,傾向は一致している..

回路の値も数値計算と実験で概ね一致しており,前節で求めたノミナル最適調整式の有効性が

確認できる.
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Single

757779818385 757779818385

Frequency(Hz) Frequency(比)

Fig.5.13 Calculatedresultsofcompliance.
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Fig･5･14 Experimentalresultsofcompliance･
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Table5.2 Valuesofcircuitsoftheelectricaldualvibrationabsorbersinnominalmodels.

Calculation

88.5H

1670f2

0.0438pF

508rad/s

93.5H

1790E3

0.0438pF

494rad/s

Experiment

92.7H

1120E2

0.0411pF

512rad/s

1270f2

0.0398岬

494r礼d/s

181H

0.0219pF

502rad/s

0.940H

47.2E2

4.27pF

499rad/s

0.0219LLF

505r礼d/s

3.97pF

492rad/s
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第 5章 圧電素子と電子回路を用いた二重吸振器による受動制振

B ロバス ト最適調整での結果

制振装置のロバス ト性を検証するための数値計算と実験を行った.ここでは主系の剛性の変

化を±5% と想定して,回路を調整した･なお,実験では平板上の点(x,y)=(o･10m,0･20m)の周

辺に質量を付加することで主系の固有振動数を70Hzから78Hzまで2Hz刻みで変化させた.そ

のため,主系の固有振動数が74Hzの場合を中心として回路の調整を行った.ここで,固有振動

数が72Hzと76Hzの場合はほぼロバスト最適調整の範囲内であり,70Hzと78Hzの場合は範囲

外である.図5.15にロバス ト最適調整式を用いた場合の,図5.16にノミナル最適調整式を用い

た場合の数値計算結果を示す.一重吸振器よりも二重吸振器のロバス ト性能が高いことと,ロ

バスト最適調整式の有効性が確認できる.また,ロバス ト最適調整を行った場合でも主系の固

有振動数が70Hzや 78Hzの場合のように,想定する剛性変化の範囲外では制振性能が低下する

ことが分かる.図 5.17にロバス ト最適調整式にもとづいて回路を設計した場合の実験結果を示

す.また,表 5.3にロバス ト最適調整を行った場合の数値計算と実験での回路の値を合わせて示

す.実験結果でも二重吸振器のロバス ト性能の高さが確認できる.また,回路の値も数値計算

と実験で概ね一致しており,前節で求めたロバス ト最適調整式の有効性が確認できる.

85



65 70 75 80 85

Frequency(Hz)

65 70 75 80 85

Frequency(Hz)

65 70 75 80 85

Frequency(Hz)

Fig.5.15 Calculatedresultsofcompliancewithconsideringrobustness.
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第 5章 圧電素子と電子回路を用いた二重吸振器による受動制振

Table5.3 Valuesofcircuitsoftheelectricaldualvibrationabsorberswithconsideringrobustness.

Calculation Experiment

Lp. 100H 107H

Rp1 2340f2 1540f1

CpS1 0.0438LLF 0.0411LLF

a)Al 478rad/s 477rad/s

Lp2 lllH 122H

Rp2 2730fl 1650E2

CpS2 0.0438い.F 0.0398pF

Ls. 209H 207H

CpS 0.0219LLF 0.0219什F

alal 467rad/s 470rad/s

Ls2 2.01H 1.88H

R;2 113E2 85.90

Cs2 2.33LLF 2.44LLF

aIa2 462rad/s 467rad/s
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5.4 結言

圧電素子と電子回路を用いた装置で,機械式の二重動吸振器に相当するモデルを示 した.機

械式の二重動吸振器には並列型と直列型があり,本章ではその両方に相当するモデルを提案し

た.数値計算と実験を行い,ノミナルモデルで回路を最適に調整 した場合は直列二重動吸振器

に相当する回路の制振性能が高く,主系の周有振動数の変化を考慮 して回路の調整を行った場

合は並列型,直列型ともに従来の一重動吸振器に相当する回路よりもロバス ト性が高いことを

示 した.
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第 6章 二組の圧電素子を用いたハイブリッド制振

第 6章 二組の圧電素子を用いたハイブリッド制振

6.1 緒言

圧電素子を用いてはりや平板等の曲げ振動を抑制する方法が注目され,多数の研究が行われ

ている.機械式動吸振器やアクティブマスダンパに比べて必要なスペースが小さく,圧電素子

自体の大きさのわりに得られる制御力が大きいためである.圧電素子を用いた制振の方法には

圧電素子に外部から制御電圧を加える能動制振(21)I(33)と,インダクタンス,抵抗を接続すること

によって系を機械式動吸振器のようにふるまわせる受動制振(8)~(14)がある.近年は,能動制振の

方法として,センサーとアクチュエータの共配置を実現するセルフセンシングアクチュエータ

が提案され(21)~(25),(30)~(32),受動制振の方法として,多自由度回路を用いて複数の振動モー ドを同

時に制振する方法(34)I(35)や,インダクタンスを用いず,抵抗だけを接続することによって機械式

のフー ドダンパのように機能させる方法(8)I(9)も報告されている.

一般に制振では安定なシステムであることが最も重要であり,能動制振を行 う場合,常にそ

の発振の可能性が問題となる.一方,受動制振は安定性に優れるが,大きな制振力を得るには

圧電素子の枚数を増やす必要があり,その貼り付け位置の問題や得られる制振力に限界がある.

そこで,能動制振に受動制振の安定性を付加する観点より,両者を併用するハイブリッド制振

の研究が進められ,安定性が向上すると同時に能動制振の消費電力も低減できるという知見が

得られている(16)I(20).また,近年は最適な両者の併用方法,受動回路の設計,制御方法を中心に

検討(17),(18)がなされ,各々の弱点をより効果的に補 うことに成功している.しかし,いずれの手

法も受動制振と能動制振を単に同時に使用しているだけという域を出ず,結果的に装置が膨大

になり,それぞれの本質的な欠点を解決したことにもなっていないため,工学的な利益は小さ

い.そこで,本章では受動制振における制振力発生のメカニズムを基礎に,その制振力を増幅

することによって制振性能を高めた新しいハイブリッド制振装置を提案する.このハイブリッ

ド制振ではデジタルの外部コントローラは不要であり,インダクタンス,抵抗,増幅器からな

るアナログ回路の最適調整のみでよい.ここで,定点理論(7),(47)にもとづいて回路の最適値を求

める理論式を導出する.そして,理論計算および実験により,このハイブリッド制振回路で大

きな制振力が得られることを示す.また,この手法で抑えることができる振動モー ドは単一で
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あり,制振対象外の振動モー ドに関しては受動制振と同等の安定性が保証されるわけではない

ため,それらの安定性について検討し,安定性を向上させる方法を提案する.

6.2 理論解析

6.2.1 支配方程式の導出

図 6.1に提案するハイブリッド制振のモデルを示す.これは制振対象としての平板と,受動制

振用と能動制振用の二組の圧電素子および制御用の電子回路からなる.ここでは平板の表側の

圧電素子と裏側の圧電素子をそれぞれ一組にまとめ,表側を受動制振用,裏側を能動制振用と

して使用する.圧電素子を貼り付けた平板のアクチュエータ方程式とセンサー方程式は次式で

与えられる.

M!+K%-0,vpa10AVAa=QPf

Otpi+C,Spvps-qp

OJi+CpSAVAs-qA

ここで,M はモー ド質量行列,Kはモー ド剛性行列,0はモー ド電気機械結合係数列,Qはモ

ー ド外力影響係数列,Cpは圧電素子のキャパシタンス,亀はモー ド変位ベクトル,Vは圧電素

Fig.6･l Modelofhybridvibrationsuppression.
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第 6章 二組の圧電素子を用いたハイブリッド制振

子電極間の電圧,Pfは平板に加わる等分布荷重,qは圧電素子に蓄えられる電荷である.上付

き添字Sは一定ひずみ下であることを,上付き添字tは転置行列を,下付き添字p,Aはそれぞ

れ受動制振用と能動制振用の圧電素子を,下付き添字a, Sはそれぞれ印加電圧 とセンサー電圧

を表す.ただし,式(6.2),(6.3)では二組の圧電素子の間で応力の伝達はないと仮定した.実際

にはそれぞれの圧電素子が平板に加える応力の一部がもう一組の圧電素子に伝達するが,平板

の材質 と厚 さ,圧電素子の位置関係,接着状態によってその割合は変化するので,理論的に求

めることは困難であるためである.以下の理論解析では応力の伝達を無視 した一定ひずみ下で

のキャパシタンスCpSpを用いるが,応力の伝達を無視できない場合の補正方法についても後述す

る.

図 6.1のように受動制振用の圧電素子 (以下,受動圧電素子と称す)はLR回路と接続するた

め,圧電効果 と逆圧電効果を同時に利用して受動制振を行 う.式(6.2)より,受動圧電素子の電

圧は

vps--教 ･% (6･4,

である.受動圧電素子に接続するLR回路の分圧をvzとおくと,電圧のつ りあいより

vz+Vps-0 (6.5)

となる.LR回路にLR直列回路を用いる場合の外部回路の分圧 vzは

vz-L4'p+Rqp (6.6)

である.ここで,Lはインダクタンス,Rは抵抗である.LR並列回路を用いる場合の外部回路

の分圧 vzは加振振動数をαとおくと

jLZJLR .

vz=フ読了盲qp

である.受動圧電素子では外部回路の逆起電力ーVzが印加電圧になるので,

Vpa=-Vz

(6.7)

(6.8)

となる.ここで,印加電圧 とセンサー電圧はどちらも圧電素子電極間の電圧であるため,常に

等 しく,

Vpa=Vps
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能動制振用の圧電素子 (以下,能動圧電素子と称す)では逆圧電効果のみを利用する.すな

わち,式(6.3)で与えられる能動圧電素子のセンサー電圧は利用せず,LR回路から受動圧電素子

に戻る電圧 vpaを抽出し,これを増幅して能動圧電素子に加える.なお,圧電素子にはそれ自体

の表裏による極性と,平板の振動モー ドと貼 り付け位置で決まる極性があり,二組の圧電素子

は振動モー ド毎に全体として同極性または逆極性になるが,後述するように増幅器の極性を制

振対象の振動モー ドの極性に合わせれば,どちらの場合も適切な制振力を加えることができる.

増幅器の増幅率をαとすると,能動圧電素子に加えられる電圧は次式で与えられる.

γAa=αVpa

式(6.1),(6.5),(6.8),(6.10)より支配方程式は

Me･Kち･(Op･αO A)vz-QPf

vz+vps-0

(6.10)

となる.受動圧電素子と LR 回路を用いた受動制振では外部回路における分圧が受動圧電素子

-の入力電圧となって制御カが発生する.この電圧は LR 回路が自動的に生成する制御電圧で

あり,このハイブリッド制振ではこの LR 回路から受動圧電素子に戻る制御電圧をボルテージ

フォロワで抽出し,増幅して能動圧電素子に加えることによって制振性能を向上させる.この

手法では受動圧電素子とそれに接続された LR 回路が受動制振だけではなく,それぞれ能動制

振におけるセンサーとコントローラの役割を兼ねるため,一般的な能動制振で必要とされるセ

ンサーとデジタルの外部コントローラは必要ない.

6.2.2 コンプライアンス

ハイブリッド制振で抑えられる振動モー ドは単一であり,その共振の大きさで評価するため,

他の振動モー ドは近似的に無視できる.そこで,対象をi次振動モー ドとすると,式(6.ll),(6.12)

より,支配方程式は

M,fJ K.flI(0 ,I･aO A.)vz-Q.Pf

vz･貰 -賢 fl

となる.ここで,OAlのOplに対する比K.を導入する.

㊥AI

Kl=有
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第 6章 二組の圧電素子を用いたハイブリッド制振

二組の圧電素子が同極性の場合はKIは正に,逆極性の場合は負になる.式(6.15)を用いると式

(6.13)は

Mli'lIKlflI(1川 .α)o p.vz-Q.Pf (6.16)

となる.ここで,能動圧電素子によって制振力を増幅させるためにはK,αが正になるように増

幅器の極性を選択する必要がある.図6.2にi次振動モー ドに関する等価機械モデルを示す.こ

こでは LR直列回路を使用する場合を示した.等価機械モデルは,付加系による制振力fpを実

数倍した制振力fAが主系に能動的に加えられるモデルになる.

式(6.14),(6.16)より,無次元化したコンプライアンスは

t･L'. 1

訂 = 一 g.2.1.Ppl(1'Klα)GHl

ppl-A

Fig･6･2 Equivalentmechanicalmodelf♭rtheproposedmodel･
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となる.ここで,GHlはLR直列回路を用いた場合とLR並列回路を用いた場合で異なり,

-g.2+2jf.fgl

G Hl-
f2-g12+2jg.fg1

-g12

f21g12+2 j Z lf g l

f-a

(6.22)

(6.25)

(6.26)

と与えられる.式(6.17)より,コンプライアンスの大きさはLR直列回路とLR並列回路の場合

でそれぞれ

A.2+4612B12

uc-rf l-

C12+4{12Ds2.

A12+4ZfB12

C12+4ZfD,21

A.=f21g.2

B.-fg.

C.-(1-g12)(f2-g12)-pp.(1･Klα)g12

Dsl-fg.[1･Al(1川.α)-g12]

Dpl-fgl(11g12)

となる.ただし,

(6.27)

(6.28)

(6.29)

(6.30)

(6.31)

(6.32)

である.受動制振のメカニズムを基礎にした手法なので,式(6.17)は2章の受動制振でのコンプ

ライアンスと式の構造がほぼ等しい.ここではコンプライアンスを導出したが,モビリティと

アクセレランスも同様の方法で導出できる.

受動制振では LR 回路は最適調整に使用され,制振性能は圧電素子の等価剛性比で決まる.

一方,ここで提案するハイブリッド制振でも LR 回路は最適調整に用いるのみであるが,受動
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第 6章 二組の圧電素子を用いたハイブリッド制振

圧電素子の等価剛性比A lが(1+Klα)倍されるため,制振性能は増幅率αとKlで任意に調整する

ことができる.

6.2.3 定点理論を用いた最適調整

定点理論(7),(47)とは周波数応答の最大値を最小にする付加系の固有振動数と減衰係数を求める

方法のひとつであり,簡便であるため受動制振で機械式動吸振器や回路の最適調整に多く用い

られている.提案するハイブリッド制振は LR回路を用いた受動制振と支配方程式の構造が類

似しており,定点理論を回路の最適調整に用いることができる･すなわち,式(6.27)は抵抗比乞,

Zlの値に関わらず二つの定点を通るので,その 2 定点の高さがそろう最適固有振動数比f.,t.を

求め,そこで最大値となる最適抵抗比こ ｡tl, Z｡｡t.を導出する･

2定点p,Qでの振幅が等しい条件より,最適固有振動数比f.pt.が求められ,

Ji7万 (series)

I:.(...= 2-AI.
2 (parallel)

pHl- A .(1･Klα)-慕 (1･Klα)

と＼なる.2定点の加振振動数比は

(6.33)

(6.34)

(6.35)

である･ここで, gpl, gQlは定点p,Qにおける加振振動数比である･ 2定点における振幅は

uclg.=gp,Ql

pHl(1･PH.)
(series)

(parallel)

(6.36)

と求められる･最適抵抗比6.,.1･ Z.p..は 2定点p,Qにおける最適抵抗比Ip,Q.ptl, Zp,Qo,tiの相加

平均で近似的にそれぞれ与えられ,
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I.｡.i-i (I,O｡ti･gQp.i) (Series)

Z.pti-i (zp.,..･zQ0,.1) (Paral.el)

-44'+uZcIC.I
BIBl'-ugDs.Dg.

144'+ugCICl'
BIBl'-ugDpID;.

である･ただし,記号 ′はa/aglを表す.

最適固有振動数比jT.,tlより,最適インダクタンスL.｡tlは

1 1 1

Loptl=百百百

と与えられる･最適抵抗比{.｡.1,Z｡,tlより,最適抵抗Ro｡.tは

Roptl=

(series)

(parallel)

il il ‖

2g optl百 百 百 (series)

1 1 1 1

2Z｡pt.f.,tlC,SpE21

(paralle1)

(6.37)

(6.38)

(6.39)

(6.40)

となる.振動の評価指標がモビリティやアクセレランスの場合も同様の方法で最適インダクタ

ンスと最適抵抗の算出式を導出できる.ハイブリッド制振では等価剛性比が式(6.34)で与えられ,

増幅率αによっては大きな値になるので,振動の評価指標に適した回路の最適値算出式を用い

る必要がある.

6.2.4 本手法の制振性能

定点理論を用いた最適調整では 2定点でほぼ最大値になるため,その2定点での振幅を制振

性能の尺度として用いることができる.式(6.36)より,制振性能はAlで決まり,その値が大き

いほど振動は小さくなる.また,Aiが大きいということは機械式動吸振器において質量比が大

きいことに対応し,制振装置のロバス ト性の向上にも有効である.Aiが 1に比べて十分に小さ

い場合はLR直列回路とLR並列回路で制振性能はほぼ等しくなるが,増幅率が非常に大きい場

合のように免が 1と比べて無視できない場合はLR直列回路を用いた方が制振性能はよい･

96



第 6章 二組の圧電素子を用いたハイブリッド制振

6.2.5 圧電素子間で応力が伝達する場合

二組の圧電素子の間で応力が伝達しない場合,受動圧電素子のキャパシタンスC,pは一定ひず

み下でのキャパシタンスC,Spであるので,受動圧電素子の等価剛性比Pplは定数になる･また,

この場合,式(6.34)より晶1は増幅率αの一次関数になる.しかし,応力が伝達する場合は一定

ひずみの条件が成立せず,伝達する応力の大きさに比例して受動圧電素子のキャパシタンスC,p

が増加するため,受動圧電素子の等価剛性比Pplは増幅率αの関数になる.増幅率 Oでのキャパ

シタンスC,pがC,Spであるので,C,pは次式で与えられるI

C,p-C,Sp(1+kaα) (6.41)

ここで,kaは装置に依存して決まる定数であり, K.と同符号になる.応力が伝達し,圧電素子

のキャパシタンスが変化する場合は式(6･40)までのC,Spの代わりに式(6･41)で与えられるC,,を

用いなければならない.この場合,等価剛性比Alは

Al-Pp.(1+Klα)
02pl

KIC,Sp(1+kaα)(1+K.α) (6.42)

となり,応力が伝達しない場合に比べて小さくなる.また,式(6.39),(6.40)よりLR回路の最適

値も変化する.

6.3 系の安定性

6.3.1 圧電素子の位置 と安定性

受動制振では系が不安定になることはない.受動制振ではセンサーとアクチュエータが同一

の圧電素子であり,デジタルの外部コントローラを使用する能動制振のように制御電圧が離散

的ではなく,無駄時間要素もないためである.本章で提案するハイブリッド制振ではアナログ

回路を使用 し,デジタルのコントローラを必要としないため,デジタルのコントローラの性能

に起因する安定性の悪化はない.よって,センサーを兼ねる受動圧電素子と能動圧電素子の位

置関係のみが問題となる.圧電素子の表裏によって決まる極性と増幅器の極性は振動モー ドに

ょらず一定であるが,振動モー ドの形状と貼 り付け位置によって決まる極性は必ずしも一定で

はないためである.そこで,二組の圧電素子の極性が制振対象の振動モー ドと等しい振動モー

ドと異なる振動モー ドに分け,それぞれの安定性を検討する.なお,制振対象の振動モー ドに

関しては,増幅器の極性を間違えない限り,原理的に 2章で示した受動制振と本章で提案する
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ハイブリッド制振は等しいため,系が不安定になることはない.

A 極性が等しい振動モー ド

i次振動モー ドを制振対象として回路を最適調整した場合のj次振動モー ドの固有振動数近

傍におけるコンプライアンスは次式で与えられる.

i, 1
Es.J 一g,2･l･Ppj(1･KJα)GHl_,

-g,2+2jglf_,g,

GHl_,-
I_3-g,2+2jglf_,gJ

-gj2

I_;-g,2+2jZlf_,g,

a)al
f-J=可

(6.43)

(6.44)

(6.45)

i次振動モー ドとj次振動モー ドで極性が等しい場合,K.とK,は同符号であるのでK,α,0であり,

式(6.43)はj次振動モー ドを制振対象とした場合に回路が最適調整されていないことと等しい.

よって回路による振動の低減効果はないが,それが原因で不安定になることもない.つまり,j

次振動モー ドの極性が制振対象の振動モー ドの極性と等しければ系が不安定になることはない.

なお,全ての振動モー ドで極性を等しくするためには二組の圧電素子をはりや平板の表側と裏

側で同一の位置に貼り付ける必要がある.i次振動モー ドの固有振動数と加振振動数が十分に離

れている場合,

GH.･,-鍔 Z …芸莞 (6･46,

となるので,制振対象よりも固有振動数が十分低い振動モー ドには圧電素子と回路の影響はな

く,制振対象よりも固有振動数が十分高い振動モー ドでは系の剛性が少し大きくなる.

B 極性が異なる振動モ- ド

j次振動モー ドの極性がi次振動モー ドの極性と異なる場合もコンプライアンスは式(6.43)で

与えられるが,KlとK,が異符号であるのでK,α<0となる･ここで,GHl_,の係数 pp,(1･KJα)が
負になる場合,式(6.43)は不安定な極を持ち得るため,スピルオーバが発生する可能性がある.

式(6･46)で示したようにGH._,はカットオフ周波数 LValのハイパスフィルタとみなすことができる
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第 6章 二組の圧電素子を用いたハイブリッド制振

ので,i次振動モー ドよりも高次の振動モー ドが重要である.圧電素子によって付加される剛性

も含めた系全体の剛性と理論解析では省略している主系減衰も含めた系全体の減衰の関係によ

り系の安定性は決まる.厳密には無視した他の振動モー ドの影響もあるので,正確にスピルオ

ーバの発生する条件を求めることは困難であるが,極性の不一致と減衰の不足が原因で不安定

になる.極性が異なる場合であっても, K,αに対して主系減衰が十分に大きければスピルオー

バは発生しない.

6.3.2 安定性を向上させる方法

大きな増幅率で制振する場合は極性の異なる振動モー ドで減衰が不足して不安定になる可能

性があるので,より安定性を向上させる方法を以下に述べる.

スピルオーバの対策は既にいくつか提案されている.その中で最も簡便かつ有効な方法はロ

ーパスフィルタを使用する方法である･これは対象の振動モー ドよりも高い振動数域でG｡=0

とする方法である.ただし,同時に位相遅れを生じるので,逆に不安定にならないように注意

する必要がある.次に有効な方法としては,受動圧電素子と能動圧電素子の共配置が挙げられ

る.二組の圧電素子を同一の位置に貼り付けた場合は,不安定化の主要因である極性の不一致

が起こらないためである.しかし,実際には共配置が困難な場合もある.その場合は,低次振

動モー ドで極性が常に一致する位置に圧電素子を貼 り付けるとよい.具体的には受動圧電素子

と能動圧電素子を近い位置に貼り付ける方法が簡便であり,この場合は高次の振動モー ドでな

ければ,極性の関係が逆になり,かつPpJ,K,が大きくなることはない.また,高次振動モー ド

でスピルオーバが発生する場合であっても,固有振動数の差が大きいので,ローパスフィルタ

で容易に対処できる.他に,スピルオーバの発生する可能性のある振動モー ドの減衰を大きく

する方法や,振動の節を利用してスピルオーバの起きる可能性のある振動モー ドを不可観測ま

たは不可制御にする方法があるが,本章で提案する制振手法が制振対象物-の減衰の付加が困

難である場合を想定していることや,スピルオーバの発生する可能性のある振動モー ドが複数

存在する可能性が高いことを考慮すると前述した二つの方法に比べて有効性は低い.
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6.4 数値計算と実験

6.4.1 実験装置と対象の振動モー ド

本章の実験で用いた実験装置の概略を図6.3に示す.図6.4に示すように,表側と裏側に二枚

ずつの圧電素子を貼 り付けた平板 A と,表側に一枚,裏側に三枚の圧電素子を貼り付けた平板

B の二種類で実験を行った･ここで,平板(300mmx400mmx川 mm)はアルミニウム製で周辺

を固定し,圧電素子(22mmx32mmxO･22mm)はセラミック製で全て並列に導電性接着剤で貼り

付けた.一般に低い振動数域での制振が重要であるので,制振対象は固有振動数が約 79Hzの基

本振動モー ドとした.なお,低振動数域には他に(1,3)モー ドと(3,1)モー ドが存在し,固有振動

臣≡]- Speaker

Soundpressureexcitation
I l l l l I
暮 I l 暮 I l
▼ ▼ ▼ ▼▼ ▼Micro

'pqeBf:e3 ;meterPiezoelec

山7

tricelements

Fig･6･3 Schematicdiagramoftheexperimentalapparatus.

PlateA PlateB
Obverseside Reverseside Obverseside Reverseside

Piezoelectricelements Piezoelectricelements

Fig.6.4 SchematicdiagramofPlateAandPlateB.
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第 6章 二組の圧電素子を用いたハイブリッド制振

数はそれぞれ約 190Hz,約 290Hzであったが,これらの振動モー ドは基本振動モー ドと圧電素

子の極性が等しいため,ローパスフィルタの有無と無関係に,不安定になったり励起したりす

ることはなかった.電気機械結合係数は対象とする振動モー ドの曲率最大の位置に貼 り付ける

と最 も大きくなるので,圧電素子は平板の中央に貼 り付けた.インダクタンスには GIC

(GeneralizedImpedanceConverter)による合成可変インダクタンス(50)を用いた.コイルで最適

値を実現するとそのサイズが非常に大きくなるためである.また,ハイブリッド制振は全てLR

直列回路で行い,実験ではカットオフ周波数 200Hzのローパスフィルタを使用した.ハイブリ

ッド制振の増幅率αは 1,5,10,20の四種類としたが,ローパスフィルタを用いない場合,平

板 Bで増幅率を20に設定した場合にスピルオーバが発生した.図6.5に実験で用いた回路の概

略を示す.本実験装置では二組の圧電素子を制振対象の基本振動モー ドで逆極性になるように

貼り付けたので,増幅器には反転型を用いた.そのため,実際には増幅率αとKltまともに負で

あるが,両者の符号は相殺 し,本質的な差異もないので,ここではそれらを簡単のために正の

値で示す.

In ert'n a

Piezoe lectri

lnVenlnT _miP_I_1_II:_r__.voltage聖 loweL i 萱

c elemen tsT LPF l
LR L_ー____!T__j

CND
..... 1

""."id

Fig･6･5 Circuitdiagramoftheexperimentalapparatus･

6.4.2 実鹸方法

図6.3のように平板を音圧で加振し,加速度ピックアップとマイクロフォンを用いて平板の振

10 1



l- - .-A...･･･ ･ l･.'･一

Fig.6.6 Coordinatesofaplate.

動変位 と加振音圧を測定した.ここで,加速度ピックアップは(x,y)-(0･15m,0･15m)の位置に設

置した.図6.6に座標軸の取り方を示す.Zは平板の中立面からの距離である.また,マイクロ

フォンは(x,y,I)=(0･15m,0･10m,0･010m)に設置した･

実験で無次元化したコンプライアンスを求めるにはE,Es.が必要であり,それぞれ次式で与

えられる.

5-岩 手 (6･47,

ここで,V(x,y)Gま平板の振動モー ドの固有関数である(51)･Estは式(6･18)で与えられる･W(x,y,i)

は加速度ピックアップ,Pfはマイクロフォンで計測し,Kは圧電素子電極間短絡時の共振振動

数a･Sの二乗とした･Q,V(0･15,0･15)は

Q=0.1478

V(o･15,0.15)-3･811

とした.

6.4.3 数値計算と美浜の結果

表 6.1に数値計算で用いた平板 Aと平板 Bの諸元を示す.これらは全て実測値である.理論

解析では主系減衰が小さい系-の減衰付加を想定し,理論式の展開も簡易になるので主系減衰

を無視したが,周波数応答では主系減衰の大きさによって共振ピーク値に差を生じるので,主

系減衰を含めて数値計算を行った.
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第 6章 二組の圧電素子を用いたハイブリッド制振

Table6.1Valuesofmaterialarameters.

PlateA PlateB

Plate M1 1.000kg 1.000kgKl 245800N/m 249800N/m

D. 8.81Ns/m 14.3Ns/m

Piezoelectricelements(Hybrid) CpSp 0.0800LLF 0.0400LLF

Opl 0.00637N/V 0.00379N/V

Pp. 0.00206 0,00144

K1 1.01 2.89

Piezoelectricelements(Passive) CpS 0.0400ー⊥F 0.0300pF
01 0.00617N/V 0.00514N/V

図6.7,6.8に数値計算結果と実験結果を,表6.2に回路の理論最適値と等価剛性比を,表 6.3

に実験での回路の値と等価剛性比を示す.ここで,増幅率αは 1,5,10,20の四種類とした.

コンプライアンスと等価剛性比より,等しい枚数の圧電素子を用いた受動制振に比べてハイブ

リッド制振では大きな振動低減効果を得られることが分かるが,実験の振動低減効果が数値計

算よりも少し小さい.また,増幅率αが大きくなるにつれて,LR回路の理論最適値と実験値に

大きな差が生じた.これらの問題は6.2.5項で述べた応力の伝達による圧電素子のキャパシタン

スの変化に起因する.そこで,表 6･4にそれぞれの平板と増幅率におけるC,pの実測値を示す･

また,図6･9に増幅率αとC,pの関係を示す･平板 A,平板 Bともに増幅率αとC,pの関係は式

(6.41)をほぼ満たしており,受動圧電素子のキャパシタンスは大きく変化している.図6.10に表

6.4の値を用いて補正した数値計算結果を,表 6.5にこの場合の LR回路の理論最適値と等価剛

性比を示す.制振性能,回路の理論最適値ともに実験結果とよく一致している.本実験装置で

は安定性を重視して二組の圧電素子を,平板Aでは共配置に,平板Bでは近くに配置したため,

応力が伝達しない理想的な場合に比べて制振性能が低下した.
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Fig.6.7 CalculatedresultsoffiequencyresponseusingPlateAandPlateB.
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Fig.6.8 ExperimentalresultsoffrequencyresponseusingPlateAandPlateB.
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第 6章 二組の圧電素子を用いたハイブリッド制振

Table6.2 CalculatedotimumvaluesoftheLRseriescircuitandtheeuivalentsti氏leSSratios.

エoptl(H) R.,tl(f1) P.

PlateA Passive 101 3830 0.00387

α=1 50.7 1980 0.00414

α=5 50.2 3410 0.0125

α=10 49.7 4590 0.0229

α=20 48.7 6230 0.0437

Plates Passive 133 4840 0.00353

α-1 99.5 4560 0.00560

α-5 97.9 8970 0.0222

α=10 95.9 12300 0.0430

α=20 92.3 16700 0.0846

Table6.3 ValuesoftheLRseriescircuitandtheeuivalentstiffnessratiosintheexeriment.

上.(H) R.(f2) Pl

PlateA Passive 90.8 2750 0.00387

α=1 46.2 1370 0.00389

α=5 36.9 1840 0.0979

α=10 29.2 1820 0.0144

α-20 20.4 853 0.0185

PlateB Passive 121 3440 0.00353

α=1 88.8 3180 0.00483

α=5 68.2 4640 0.0162

α=10 53.2 4580 0.0245

α=20 37.1 2720 0.0326
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Table6･4 ValuesofC,patvariousa･

PlateA PlateB

α=0 0.0800トF 0.0400LLF

α=1 0.0881pF 0.0451pF

α=5 0.Ⅰ10LLF 0.0587pF

α=10 0.139LLF 0.0752けF

0.20

EI0.16ゴ.＼_′′

uhao･12

0.08

0.04

05 10 15 20
α

Fig･6･9 ValuesofCppatvariousα･
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Frequency(Hz)

70 75 80 85 90

Frequency(Hz)
Fig.6.I0 Calculatedresultsoffrequencyresponseconsideringthetransitionofcapacitance.
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第 6章 二組の圧電素子を用いたハイブリッド制振

Table6.5 CalculatedoptimumvaluesoftheLRseriescircuitandtheequlValentstiffness
ratiosconsideringthetransitionofcapacitance.

L0,.1(H) Ro,t.(f2) P1

PlateA (Passive) 101 3830 0.00387

α=1 46.0 1710 0.00376

α=5 36.7 2120 0.00907

α=10 28.9 2020 0.0132

α=20 20.1 1620 0.0176

PlateB (Passive) 133 4840 0.00353

α=1 88.3 3810 0.00496

α=5 67.2 5080 0.0151

α=10 52.0 4840 0.0229

α=20 35.9 3920 0.0313

図 6.11に実験で短絡回路,受動制振回路,ハイブリッド制振回路を接続し,平板をランダム

加振した場合の時刻歴応答を示す.ただし,全て平板 Bの結果であり,ハイブリッド制振では

増幅率 20で制振した.低減できる振動は基本振動モー ドの固有振動数近傍のみであるが,時刻

歴応答でも受動制振,ハイブリッド制振の順に振動低減効果が大きくなることを確認できる.
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第 6章 二組の圧電素子を用いたハイブリッド制振

6.5 結言

圧電素子と LR回路を用いた受動制振の制振メカニズムを応用し,その制振力を増幅する新

しいハイブリッド制振装置を提案した.装置に含まれる LR 回路の最適値を定点理論にもとづ

いて導出し,理論計算で高い制振性能と回路の理論最適値の有効性を確認した.そして,実験

で理論解析の妥当性を検証した.

また,系の安定性を解析し,不安定化が発生する原因とそれを防ぐ手法を提案して,実験に

適用することで容易に不安定化を回避できることを示した.さらに,圧電素子の共配置は系の

安定性には有利であるが,圧電素子間の応力の伝達が大きくなり,受動制振用の圧電素子のキ

ャパシタンスが増加するために制振性能の低下につながることを示した.
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第 7章 主系の振動変位信号を用いたハイブリッド制振

第 7章 主系の振動変位信号を用いたハイブリッド制振

7.1 緒言

機械式の制振装置に比べて必要なスペースが小さいため,圧電素子を用いたはりや平板等の

曲げ振動の低減が注目されている.圧電素子を用いた制振には,外部から圧電素子に制御電圧

を加える能動制振(21)I(33)と,圧電素子にインダクタンスや抵抗等の受動回路を接続する受動制振

(8)I(14)がある.一般に能動制振ではデジタルのコントローラが使用され,制御電圧の大きさを設

定できるため受動的な手法に比べて制振性能が高い.しかし,能動制振では外部から制御電圧

を加えるため,発振の可能性が常に付きまとう.一方,受動制振は原理的に不安定にならない

が,制御電圧が小さいために制振性能が低い.そこで,能動制振に受動制振の安定性を付加す

る観点より,両者を併用するハイブリッド制振の研究が進められている(16)I(20).これらのハイブ

リッド制振の手法では安定性が向上すると同時に能動制振の消費電力も低減できるという知見

が得られている.しかし,いずれの手法も能動制振と受動制振を同時に使用しているという域

を出ず,装置が膨大になり,それぞれの本質的な欠点を解決したことにもなっていないため,

工学的な利益は小さい.そこで,本論文の 6章で受動制振の制振メカニズムを基礎にしたハイ

ブリッド制振の手法を提案し,アナログ回路を用いて能動制振の制振性能と受動制振の安定性

を両立した.この手法は従来のハイブリッド制振の問題を解決したが,二組の圧電素子を必要

とし,その二組の圧電素子間の応力の伝達が大きい場合には制振性能が向上しにくい欠点を持

つことも分かった.そこで,これらの問題を回避するため,本章では一組の圧電素子と主系の

振動変位をセンサー信号として用いる-イブリッド制振の手法を提案する.この手法でも受動

制振の制振メカニズムを基礎にし,デジタルのコントローラは使用しない.定点理論(7),(47)に基

づいて回路の最適値を導出し,理論計算および実験により本手法の有効性を示す.また,本手

法で抑えることができる振動モー ドは単一であるので,制振対象外の振動モー ド-の影響と安

定性についても述べる.
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7.2 理論解析

7.2.1 支配方程式の導出

図 7.1に本章で提案するハイブリッド制振手法のモデルを示す.これは制振対象としての平板

と圧電素子および振動変位センサーからなる.圧電素子を貼 り付けた平板のアクチュエータ方

程式とセンサー方程式は次式で与えられる.

Mi+Ki10V-QPf

Oti+C,Sv=q

ここで,M はモー ド質量行列,Kはモー ド剛性行列,0はモー ド電気機械結合係数列,Qはモ

ー ド外力影響係数列,C｡は圧電素子のキャパシタンス,弓はモー ド変位ベク トル,Vは圧電素

子電極間の電圧,Pfは平板に加わる等分布荷重,qは圧電素子に蓄えられる電荷である.上付

き添字Sは一定ひずみ下であることを,上付き添字tは転置行列を表す.ここで,式(7.2)で与え

られるセンサー方程式は図 7.1に示したセンサーに関する式ではない.式(7.2)より圧電素子電極

間の電圧Vを求めると,

-ニー竺 毒一千

となる･図 7･1に示した外部回路部の分圧をvzとおくと,電圧のつ りあいより

㌔+γ=0

(7.3)

(7.4)

となる.図 7.1に示した外部回路部はLR直列回路と,主系の振動変位 と比例関係にある印加電

Displace

∋mentsensor[ricelementPlate RAmp

＼ エ

Piezoelect

Fig.7.1 Modelofhybridvibrationsuppressionproposedinthischapter･
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第 7章 主系の振動変位信号を用いたハイブリッド制振

圧竹からなるため, vzは

vz-Lq+R4-vd (7.5)

と与えられる.ここで,Lはインダクタンス,Rは抵抗である.式(7.1),(7.3)-(7.5)より支配方

程式は

･6･K%･轄亀一号〕-QPf

Lq･Rq甘 苦 亀･㌔

(7.6)

(7.7)

となる.

7.2.2 コンプライアンス

本手法で制振できる振動モー ドは単一であり,その共振の大きさで評価するため,他の振動

モー ドは近似的に無視できる.そこで,対象をi次振動モー ドとすると,式(7.6),(7.7)より,支

配方程式は

Mlfl+Klfl+01
(af一号 〕-QIPf

Llq･Rq菅 等帥 d

となる.ここで,

vd-αfl

とおくと,式(7.9)は

L.州 ･i -(1･ai)等51

となる.さらに無次元化した増幅率

a--ai(a-,o)

を導入すると,式(7.ll)は

Llq･Rq･吉 -(1･a-)%fl
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(7.ll)
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(7.13)



となる.ここで,a-は印加電圧vdと圧電素子内で発生する電圧の比を表す.図 7.2にi次振動モ

ー ドに関する等価機械モデルを示す･等価機械モデルは動吸振器系に印加電圧vdに相当する外

力が加えられるモデルになる.この手法では,動吸振器の質量に加えられる制御力によって動

吸振器の振動変位が増幅され,制振力が大きくなる.

式(7.8),(7.13)より無次元化したコンプライアンスは

E._ 1

fstl 一g12+1+PIGhl

Ghl--a-f 2-g,2+2j{lfgl

f2-g12+2jg.fg.

fstl-管

a)

gl= す

Fig.7.2 Equivalentmechanicalmodelfわrtheproposedmodel.
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第 7章 主系の振動変位信号を用いたハイブリッド制振

(7.21)

(7.22)

となる.式(7.14)より,コンプライアンスの大きさは

uc-酢
A12+4612B12

4=f 2-g.2

B.-fgl

cl-(11g12)(f 2-g.2)-pl(aLf 2･g12)
Dl-fgl(1･P.-g12)

ー

■ヽ/

′ヽ

4

5

′人U

2

つ▲

2

7

7

7

3

nuJ川H-

R
u

と与えられる.本手法も受動制振のメカニズムを基礎にしているので,式(7.23)は2章の受動制

振でのコンプライアンスと式の構造がほぼ等しい.ここではコンプライアンスを導出したが,

モビリティとアクセレランスも同様の方法で導出できる.

7.2.3 定点理論を用いた最適調整

本手法の回路の最適調整にも定点理論(7),(47)を用いることができる.式(7.23)は抵抗比乙の値

に関わらず二つの定点を通るので,その 2定点の高さがそろう最適固有振動数比jT.,tlを求め,

そこで最大値となる最適抵抗比乙 ｡tlを導出する･

2定点p,Qでの振幅が等しい条件より,最適固有振動数比f.,t.が求められ,

f.,tl-JiT有

となる･2定点の加振振動数比gp,qlは

Pl(l+Pl)(1･a-)

(7.28)

(7.29)

である･ここで, gp., gqlは定点p,Qにおける加振振動数比である･2定点における振幅は

ucLgl=gp,Q. pl(1+Pl)(1+a-) (7.30)

と求められる･最適抵抗比{O｡t.は2定点p,Qにおける最適抵抗比gp,Qopt.の相加平均で近似的に
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それぞれ与えられ,

{.,tl-i({p.,I.･fQ.ptl)
1

{p,Qopt.一言
-44'+ugC.C.'

である･ただし,記号 ′は〃aglを表す･

最適固有振動数比f0,.1より,最適インダクタンスL｡,t.は
1 1 1

Lopl=言 寄辞

と与えられる･最適抵抗比6.｡t.より,最適抵抗Ro｡tlは

1 1 1

Roptl≡2foptl百 官亘

(7.31)

(7.32)

(7.33)

(7.34)

となる.振動の評価指標がモビリティやアクセレランスの場合も同様の方法で最適インダクタ

ンスと最適抵抗の算出式を導出できる.

7.2.4 本手法の制振性能

定点理論を用いた最適調整では2定点でほぼ最大値になるため,その2定点での振幅を制振

性能の尺度として用いることができる･式(7.30)より,制振性能はPlとa-で決まり,それらの値

が大きいほど振動は小さくなる.また,これらの値が大きい場合は制振装置のロバス ト性能も

向上する.ここで,a-=0の場合が受動制振の制振性能に相当し,房の値によって制振性能を調

整することができる.

7.3 制振対象外の振動モー ドへの影響

7.3.1 センサーの位置と安定性

受動制振では系が不安定になることはない.受動制振ではセンサーと圧電素子の共配置が成

立し,デジタルコントローラのように制御電圧が離散的ではなく,無駄時間要素もないためで

ある.本手法もデジタルコントローラを使用しないため,その性能に起因する安定性の低下は

ない.そのため,図7.1に示したセンサーと圧電素子の位置関係と増幅率が問題となる.制振対
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第 7章 主系の振動変位信号を用いたハイブリッド制振

象外の振動モー ドにとって制振対象の振動モー ドと異なる点は,インダクタンスと抵抗が最適

に調整されていない点と振動モー ドの形状によっては式(7.10)で与えられる印加電圧の符号が

反転する点である.前者が原因で系が不安定になることはないが,後者はスピルオーバを引き

起こす主因である.そこで,センサーと圧電素子の位置関係と振動モー ド形状によって決まる

極性が等しい振動モー ドと異なる振動モー ドに分けて系の安定性を検討する.

A 極性が等しい振動モー ド

i次振動モー ドを制振対象として回路を最適調整 した場合のj次振動モー ドの固有振動数近

傍におけるコンプライアンスは次式で与えられる.

首.1 1

島｣ 一g,2+1+P,Ghl_,

Ghl_,-
-a-f三一g,2+2jg,I_,g,
I_3Ig,2+2jf,I_,gJ

alaI

f -J=可

ここで,Gh._,の分子の定数項が負であるため,a-の値によっては系が不安定になる･系が安定

である条件は

o<a-<l
P,

(7.38)

である.なお,この条件は制振対象の振動モー ドでも満たさなければならない.式(7.38)が満た

される場合は系が不安定になることはない.また,式(7.36)は速度フィー ドバック成分を持つた

め,j次振動モー ドの減衰を付加する働きがある･

B 極性が異なる振動モー ド

極性が異なる場合は,式(7.36)が

GhI_)
a-f仁 g,2I2jg,I_,gJ
I_3-g,2+2jE,fl,g,

(7.39)

となる.式(7.39)は前小見出しと逆にj次振動モー ドの減衰を低下させる･そのため,j次振動モ

ー ドに関する減衰の合計が負になると不安定になる.ただし,極性が異なる振動モー ドの固有

振動数がi次振動モー ドの固有振動数と十分に離れていればほとんど減衰の低下はない･また,
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j次振動モー ドの主系減衰が十分大きければ不安定化は起こりにくい.

7.3.2 不安定化を回避する方法

極性が異なる振動モー ドで減衰が不足して系が不安定になる場合があるので,不安定化を回

避する方法を以下に述べる.

本手法で最も有効な方法はフィルタを使用する方法である.i次振動モー ドの固有振動数近傍

の信号以外は不必要であるため,ローパスフィルタやバンドパスフィルタを用いて不安定化を

招く振動数域のセンサー信号を除去すればよい.ただし,7.3.1.Aで述べたように,制振対象外

の振動モー ドであっても極性が等しければ減衰が付加される働きがあるので,それらの振動数

域の信号はできるだけ除去しない方がよい.次に有効な方法としては,センサーと圧電素子の

共配置が挙げられる.共配置にすると全ての振動モー ドで極性が等しくなり,系が不安定にな

ることはない.しかし,実際には共配置が困難な場合が多い.その場合は制振対象の振動モー

ドと固有振動数が近い振動モー ドで極性が一致するようにセンサーと圧電素子を配置するとよ

い.制振対象の振動モー ドの固有振動数と十分に離れている振動モー ドにはほとんど減衰低下

の影響がないためである.

7.4 数値計算と実験

7.4.1 美浜装置と対象の振動モー ド

本章の実験で用いた実験装置の概略を図7.3に示す.図7.4に示すように,平板の表と裏に制

振用の圧電素子三枚と変位センサー用の圧電素子一枚をそれぞれ貼 り付けて実験を行った.こ

こで,平板 (300mmx400mmxl･0mm)はアル ミニ ウム製 で周 辺 を固定 し,圧 電 素子

(22mmx32mmxO･22mm)はセラミック製で制振用の圧電素子は全て並列に貼 り付けた･一般に

低い振動数域での制振が重要であるので,制振対象は固有振動数が約 79Hzの基本振動モー ドと

した.なお,低振動数域には他に(1,3)モー ド,(3,1)モー ド,(1,5)モー ドが存在し,固有振動数は

それぞれ約 199Hz,約 294Hz,約 448Hzであったが,センサー用の圧電素子と制振用の圧電素

子を図7.4のように近い位置に貼り付けたため,それらの振動モー ドも含めて本実験で不安定化

が生じることはなかった.そのため,本実験ではフィルタは使用しなかった.電気機械結合係

数は対象とする振動モー ドの曲率最大の位置に貼り付けると最も大きくなるので,圧電素子は
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第 7章 主系の振動変位信号を用いたハイブリッド制振
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Fig･7･3 Schematicdiagramoftheexperimentalapparatus.

Obverseside Reverseside

Piezoelectricelements

Fig.7.4 Schematicdiagramoftheplate.

平板の中央に貼り付けた.インダクタンスにはGIC(GeneralizedImpedanceConverter)による合

成可変インダクタンスを用いた(50).コイルで最適値を実現するとそのサイズが非常に大きくな

るためである.増幅率aLは 1,5,10の三種類とした.

7.4.2 実験方法

図7.3のように平板を音圧で加振し,加速度ピックアップとマイクロフォンを用いて平板の振

動変位 と加振音圧を測定した･ここで,加速度ピックアップは(x,y)=(0･15m,0･15m)の位置に設

119



Fig.7･5 Coordinatesofaplated

置 した.図7.5に座標軸の取り方を示す.Zは平板の中立面からの距離である.また,マイクロ

フォンは(x,y,I)=(0･15m,0･25m,0･010m)に設置した･

実験で無次元化したコンプライアンスを求めるにはEとfstが必要であり,Eは次式で与えら

れる.

6-驚 ヂ (7･40,

ここで,V(x,y)fま平板の振動モー ドの固有関数である(51)･fstは式(7･16)で与えられる･W(x,y,i)

は加速度ピックアップ,pftまマイクロフォンで計測し,Kは圧電素子電極間短絡時の共振振動

数a･Sの二乗とした･Q,V(0･15,0･15)は

Q-0.1478

V(o･15,0･15)-3･811

とした.

7.4.3 数値計算 と実験の結果

表 7.1に数値計算で用いた平板と圧電素子の諸元を示す.これらは全て実測値である.理論解

析では主系減衰が小さい系-の減衰付加を想定し,理論式の展開も簡易になるので主系減衰を

無視 したが,周波数応答では主系減衰の大きさによって共振ピーク値に差を生じるので,数値

計算では主系減衰句 を含めた･

図7.6,7.7に数値計算結果と実験結果を,表 7.2に回路の理論最適値を,表 7.3に実験での回

路の値を示す.ここで,増幅率a-は 1,5,10の三種類とした.数値計算と実験で制振性能はほ

ぼ等しい.a-=10で実験を行った場合は明確な共振ピークがなく,基本振動モー ドの振動はほ
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第 7章 主系の振動変位信号を用いたハイブリッド制振

ぼ完全に低減された.図 7.8にa--10で実験を行った場合の(1,3)モー ド,(3,1)モー ド,(1,5)モー

ドの無次元化したアクセレランスの大きさ〝Aを示す.この結果より本手法の極性が等しい振動

モー ドにおける減衰付加効果が確認できる.

Table7.1Valuesofmaterialarameters.

Plate Ml 1.000kgKl 244000N/m

D. 23.5Ns/m

Piezoelectricelements(fTorvibrationsuppression) CpS 0.137pF
0】 0.0115N/V

P. 0.00385

Piezoelectricelements(forsensor) CpS 0.0445pF
01 0.00366N/V

30

25
′~＼

! 20＼_./
3U 15

10

5

65 75 85 95

Frequency(Hz)

Fig.7.6 Calculatedresultsoffrequencyresponse･
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Fig･7.7 Experimentalresultsoffrequencyresponse.

Table7.2 CalculatedotimumvaluesoftheLRcircuit

L.,..(H) Rop.1(0)

a-=0 (Passive) 29.8 1140

a-=1 29.8 1610

a-=5 29.8 2790

Table7.3 ValuesoftheLRcircuitintheexerlment.

エ1(H) R.(n)

a-=0 (Passive) 29.8 781

a-=1 29.0 928

a-=5 20.8 2330

122



第 7章 主系の振動変位信号を用いたハイブリッド制振

al=10
Mode(1,3)

190 200 210 285 295 305 440 450 460

Frequency(Hz) Frequency(Hz) Frequency(Hz)

Fig.7.8 Experimentalresultsofacceleranceofothervibrationalmodes.

7.5 緒言

受動制振用の LR 回路と主系の振動変位信号を用いたハイブリッド制振の手法を提案した.

主系の振動変位に比例した電圧を制振回路に印加することにより付加系の電気共振が増幅され,

主系の振動を受動制振よりも大きく低減できることを示した.制振回路の最適値を定点理論に

もとづいて導出し,数値計算と実験で理論解析の有効性を確認した.また,系の安定性を解析

し,系の不安定化が起きる原因とその回避方法を示した.また,本手法はセンサーと圧電素子

の極性の関係によっては制振対象ではない振動モー ドにおいても減衰を付加する効果があるこ

とを示した.
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第 8章 二組の圧電素子を用いたハイブリッド多モー ド制振

第 8章 二組の圧電素子を用いたハイブリッド多モ- ド制振

8.1 緒言

圧電素子を用いてはりや平板等の柔軟構造物の曲げ振動を抑制する方法が注目され,多数の

研究が行われている.圧電素子を用いた制振は機械式の動吸振器やアクティブマスダンパに比

べて必要なスペースが小さく,圧電素子がアクチュエータとセンサーの両方の機能を持った優

れた材料であるためである.圧電素子を用いた制振には,外部から圧電素子に電圧を加える能

動制振(21)I(33)と,インダクタンスや抵抗を接続することによって機械式の動吸振器のようにふる

まわせる受動制振(8)I(14)がある.近年は,能動制振の手法としてセンサーとアクチュエータの共

配置を実現するセルフセンシングアクチュエータ(21)I(25),(30)I(32)が提案され,受動制振の手法とし

て多自由度回路によって複数の振動モー ドを同時に抑える手法(34)I(35)が報告される等,それぞれ

の手法の問題点が解決されつつある.

一般に制振では安定性が最重要であり,能動制振を行 う場合は常にその発振の可能性が問題

になる.一方,受動制振は安定性には優れるが,大きな制振力を得るには圧電素子の数を増や

す必要があり,その貼り付け位置の制限により制振性能には限界がある.そこで,両者を合わ

せたハイブリッド制振の研究(16)I(20)が進んでいる.筆者らも受動制振の制振メカニズムを基礎に

した手法を 6章と7章で提案し,制振対象の振動モー ドにおいて受動制振の安定性と能動制振

の制振性能を同時に実現した.しかし,これらの手法で抑えることができる振動モー ドは単一

であり,複数の振動モー ドの振動が大きい場合には制振性能が不十分になる.一方,複数の振

動モー ドに対して効果のある手法には能動制振と,多自由度回路を用いた受動制振(34),(35)がある.

しかし,前者には前述の発振の可能性の問題に加えて,各振動モー ドの制振性能を独立に調整

できない問題がある.また,後者には制振対象が複数の振動モー ドになることで,一つの振動

モー ドあたりの制振性能が低下する問題や,回路が膨大になり,最適調整が困難になる問題が

ある.そこで,本章ではこれらの問題を解決するため,6章で筆者等が提案した-イブリッド制

振の手法を拡張し,複数の振動モー ドを任意の性能で抑えることができる手法を提案する.こ

のハイブリッド多モー ド制振は対象の全ての振動モー ドにおいて受動制振の制振メカニズムを

基礎とするためデジタルのコントローラは不要である.また,各振動モー ドを抑える共振回路
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を並列化することで回路の膨大化と最適調整の複雑化を防ぐ.この装置の回路の最適値を求め

る理論式を定点理論(7)I(47)にもとづいて導出し,実験で理論解析の妥当性と提案する手法の有効

性を検証する.また,制振対象外の振動モー ドの安定性については保証されないので,それ ら

の安定性についても検討し,本手法に合った安定性を向上させる方法を提案する.

8.2 理論解析

8.2.1 支配方程式の導出

図 8.1に提案するハイブリッド多モー ド制振のモデルを示す.これは制振対象としての平板と,

受動制振用と能動制振用の二組の圧電素子および制御用の電子回路からなる.ここでは平板の

表側の圧電素子と裏側の圧電素子をそれぞれ一組にまとめ,表側を受動制振用,裏側を能動制

振用として使用する.圧電素子を貼 り付けた平板のアクチュエータ方程式とセンサー方程式は

次式で与えられる.

⊂:≡
Fig.8.1 Modelofhybridvibrationsuppressionofmultiplevibrationalmodes.
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M i+K;-Opvpa10AVAa=QPf

Oi;+C,S,V,S-qp

O ちゝ+C,SAVAs=qA

ここで,Mはモー ド質量行列,Kはモー ド剛性行列,Oはモー ド電気機械結合係数列,Qはモ

ー ド外力影響係数列,C,は圧電素子のキャパシタンス,亀はモー ド変位ベク トル, Vは圧電素

子電極間の電圧,pfは平板に加わる等分布荷重,qは圧電素子に蓄えられる電荷である.上付

き添字Sは一定ひずみ下であることを,上付き添字tは転置行列を,下付き添字p,Aはそれぞ

れ受動制振用と能動制振用の圧電素子を,下付き添字a, Sはそれぞれ印加電圧とセンサー電圧

を表す.ただし,式(8.2),(8.3)では二組の圧電素子間の応力の伝達を無視し,一定ひずみ下の

圧電素子のキャパシタンスCpSを用いた･実際にはそれぞれの圧電素子が平板に加える応力の一

部がもう一組の圧電素子に伝達し,圧電素子のキャパシタンスの値が変化する場合がある.そ

の場合は圧電素子のキャパシタンスを実際の値に補正する必要があるが,その補正方法につい

ては後述する.

図 8.1のように受動制振用の圧電素子 (以下,受動圧電素子と称す)ではLR直列回路と接続

することにより,圧電効果と逆圧電効果を同時に利用して受動制振を行 う.ここで,この受動

制振で抑える振動モー ドは制振対象に含まれる複数の振動モー ドの中で最も固有振動数の低い

振動モー ド (以下,本章では制振対象ではない振動モー ドは無視し,この振動モー ドを 1次モ

ー ドと称す)である.式(8.2)より,受動圧電素子の電極間の電圧は

vps-母 .蕎 (8･4,

である.受動圧電素子に接続する外部回路の分圧をvzとおくと,電圧のつりあいより

vz+vps-0 (8.5)

となる.ここでは,外部回路にLR直列回路を用いるので,

vz=左も+R.4p (8･6)

である.ここで,Llはインダクタンス,Rlfま抵抗である･なお,本手法では LR直列回路の代

わりにLR並列回路を用いることもできる.受動圧電素子では外部回路の逆起電力-vzが圧電素

チ-の印加電圧になるので,

Vpa≡-Vz
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となる.ここで,圧電素子-の印加電圧と圧電素子のセンサー電圧はどちらも圧電素子電極間

の電圧であるため常に等しく,

Vpa=Vps (8.8)

である.

能動制振用の圧電素子 (以下,能動圧電素子と称す)では逆圧電効果のみを利用する.すな

わち,式(8･3)で与えられる能動圧電素子のセンサー電圧VAsは利用しない･まず,LR直列回路

から受動圧電素子に戻る電圧を抽出し,これを増幅して能動圧電素子に加えることによって 1

次モー ドを大きく抑える.さらに,その抽出される電圧信号を図8.1のように複数のLRC回路

に通して加算し,1次モー ド以降の制振対象振動モー ド(以下,本章では固有振動数の低い方か

ら2次モー ド,3次モー ド,と順に称す)を抑える.すなわち一つのLRC回路が一つの振動モ

ー ドを抑える.能動圧電素子に印加される電圧は次式で与えられる.

vAa-αlV,aI∑ α｣G,vpaJ=32

q=
-a,2L,+ja,R,

-02LJ･ joRJ･吉

(j-2,-,m)

(8.9)

(8.10)

ここで,αは増幅器の増幅率,a)は加振振動数,Lはインダクタンス,Rは抵抗,Cはキャパ

シタンスであり,その下付き添字は対象となる振動モー ドを表す.n次モー ドは制振対象の中

で最も固有振動数の高い振動モー ドである.図8.1ではフィルタを使用していないが,フィルタ

を使用する場合は式(8.9)にフィルタの伝達関数も含めて以降の理論解析を進める必要がある.

式(8.4)-(8.7)より電圧 vpaは

G.≡

vpa---Gl卦
-a)2L.+ja･Rl

(8.ll)

(8.12)

と表すことができ,圧電素子内部で発生する電圧を二次のハイパスフィルタに通した信号とい

える.このハイパスフィルタのカットオフ周波数はほぼ1次モー ドの固有振動数と等しいため,

この電圧信号には 1次モー ドの固有振動数よりも高い周波数成分がそのまま含まれる.そのた

め,本章で提案する-イブリッド多モー ド制振の装置ではLRC回路によって 1次モー ドよりも
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固有振動数が高い振動モー ドも同時に制振することができる.なお,圧電素子にはそれ自体の

表裏による極性と,平板の振動モー ドと貼 り付け位置で決まる極性があり,二組の圧電素子は

振動モー ド毎に全体として同極性または逆極性になるが,振動モー ド毎に加算増幅器の極性を

制振対象の振動モー ドの極性に合わせれば,どちらの場合も適切な制振力を加えることができ

る.

式(8.1),(8.9)より

･--lop･oA(al･萎αJGJ)]vpa-QPf
である･ここで,式(8･10)よりG,は近似的に

GJ-(:
(a,<<1/府 )

(a,>>l/JfF;)

である.式(8.13),(8.14)よりi次モー ドに関する運動方程式は

M.打 K.51-(Op.+OAlα.)V,a-Q.Pf(i-1)

Mlill･K.51-(OpJ OAlαS皿)vpa-QIPf(i≧2)

ト1

αS肌-∑ ak+a.G.k-1

となる.Vpaは式(8･11)で与えられるが,各振動モー ドの固有振動数近傍では近似的に

llpu=
-(昔 日 i-1)

葦fl(i≧2)

OAI

Kl=て訂

であり,

と合わせて用いると,式(8.15)は

･li'.･KlflI(1･Klal)G.告 51-QIPf(i-.)

･1- pIH KlαlGl影 1-QIPf (i≧2)
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Kpl-Kl･告(1･Kl暮αk) (8･20)

となる･各振動モー ドの運動方程式にはその振動モー ドを抑えるための回路の伝達関数qLか

含まれないため,各振動モー ド用の回路の最適調整はほぼ独立する.

8.2.2 コンプライアンス

式(8.19)より,無次元化したコンプライアンスは

t,I. 1

fst1 -g12+Y.+pHIGl

G.-
一g12+2jflfgl

f 21g.2+2jglfgl

＼､.I..一一ノeS･u
;∑
肘L{+l

//LA+

l

1

∫-----く･-
し

ニγ‖

All

(i-1)

(i≧2)
Ppl(l+K.α.) (i-1)
P pIKlα1 (i≧2)

Estl-管

a)

gl=す
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(8.31)

nrhu2>一･l円rUqJ==となる･式(8･21)より,コンプライアンスの大きさ〟｡lは

ucl-lfl-
42+4612B.2

Al=f2-g12

Bl-fgl

c.-(yl-g12)(f21g12)-pHlg12

D.-fgl(Yl･PH1-g12)

′ヽ

Jヽ

)

3

4

5

3

3

3

0C

00

00

l

′t

(

(8.36)

である.ここではコンプライアンスを導出したが,モビリティとアクセレランスも同様の方法

で導出できる.制振対象の全ての振動モー ドで LR 回路を用いた受動制振のメカニズムを利用

するため,式(8.21)は受動制振でのコンプライアンスと式の構造がほぼ等しい.

受動制振やハイブリッド制振の場合と同様に,LR回路や LRC回路は最適調整に使用され,

制振性能は式(8.24)で与えられる乱 で決まる.A .は増幅器の増幅率α1を含むので,増幅率α1に

よって各振動モー ドの制振性能を任意に調整することができる.なお,A .において,Pplが受

動制振,A IR.α.が能動制振による項である･

8.2.3 定点理論を用いた最適調整

定点理論(7)I(47)とは周波数応答の最大値を最小にする付加系の固有振動数と減衰係数を求める

方法のひとつであり,簡便であるため受動制振で機械式動吸振器や回路の最適調整に多く用い

られている.式(8.32)はLR直列回路を用いた受動制振の場合と同様に,抵抗比乙の値に関わら

ず二つの定点を通るので,その 2定点の高さがそろう最適固有振動数比ん .を求め,そこで最

大値となる最適抵抗比こ｡tlを導出する･

2定点p,Qでの振幅が等しい条件より,最適固有振動数比ん lが求められ,

f.,tl-Jm

となる.2定点の加振振動数比gpl,gQlは
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gp,Ql=(yl･晶.)-I

UCIL.=gp,Q.

Al(Yl･Al) (8.38)

(8.39)

である.2定点における振幅は

と求められる･最適抵抗比乙｡tlは2定点p,Qにおける最適抵抗比左 ,｡｡｡tlの相加平均で近似的に

与えられ,

I.,tl-i(gp.ptlIgQ.ptl)

1

lp,Qoptl一言
-44'+u昌lC.C1'
BIB.'-uき.D.D.'

である･ただし,記号 ′は〃aglを表す･

最適固有振動数比ん .より,最適インダクタンス上｡｡tlは

Loptl-
吉 左 右 (i-1)

立 話 (i≧2)

(8.40)

(8.41)

(8.42)

と与えられる.ここでは,2次モー ド以降を制振するための各 LRC回路において,キャパシタ

ンスC.が先に与えられると仮定して最適インダクタンスL｡｡tlを求めたが,逆にインダクタンス

L.を先に与え,式(8･42)より最適キャパシタンスC.｡tlを求めてもよい･最適抵抗比6.｡t.より,最

適抵抗R｡｡.1は

Roptl-
2goptl去 毒 舌 (i-.)

1 1 1

2gopt1万 百百 (i'-2)

(8.43)

となる.振動の評価指標がモビリティやアクセレランスの場合も同様の方法で最適インダクタ

ンスと最適抵抗の算出式を導出できる.

8.2.4 各振動モー ドにおける制振性能

定点理論を用いた最適調整では2定点でほぼ最大値になるため,その 2定点での振幅を制振
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性能の尺度として用いることができる.式(8.39)より制振性能は免で決まり,その値が大きい

ほど振動は小さくなる.すなわち,本手法では制振対象の全ての振動モー ドでAlが大きくなる

ような位置に圧電素子を貼り付けることが望ましい.

8.2.5 二組の圧電素子間の応力の伝達が大きい場合

能動圧電素子から受動圧電素子-の応力の伝達が十分小さい場合,または,能動圧電素子が

加える応力が受動圧電素子で発生する制振力と比例関係にない場合は受動圧電素子のキャパシ

タンスC,pは一定ひずみ下でのキャパシタンスC,Spであるので,受動圧電素子の等価剛性比P,1

は定数になる･また,この場合,式(8･24)よりAlは増幅率α1の一次関数になる.しかし,受動

圧電素子で発生する制振力と伝達する応力が比例関係にある場合は一定ひずみの条件が成立せ

ず,その大きさに比例して受動圧電素子のキャパシタンスC,,が増加する･本手法では応力が伝

達する場合,l次モー ドに関する制振力が比例関係になるため,受動圧電素子の全ての振動モー

ドの等価剛性比P,1が定数ではなく増幅率α1の関数になる･増幅率OでのキャパシタンスC,pが

C,spであるので,C,pは次式で与えられるI

C,p-C,S,(1+k.al) (8.44)

ここで,k.は装置に依存して決まる定数であり,K.と同符合になる･圧電素子間で応力が伝達

し,受動圧電素子のキャパシタンスが変化する場合は式(8･43)までのC ,Spの代わりに式(8･44)で与

えられるC,pを用いなければならない･この場合,Alは応力が伝達しない場合に比べて値が小

さくなり,装置の制振性能が低下する.

8.2.6 系の安定性と対策

制振対象の振動モー ドに関しては,式(8.21),(8.23)より,

Kli αk,10
(8.45)

が成立すれば,原理的に受動制振と本章で提案する-イブリッド多モー ド制振は等しいため,

系が不安定になることはない.しかし,6章のハイブリッド制振の場合と同様に,1次モー ドよ

りも固有振動数が高い振動モー ドについては

Kli αk<0
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となり,スピルオーバが発生する可能性がある.制振対象の振動モー ドで式(8.46)が成立する場

合は適切に回路を設計することで不安定化を回避できるが,制振対象でない振動モー ドで式

(8.46)が成立する場合,特に大きな増幅率で制振する場合にはスピルオーバが発生する可能性が

高くなる.そこで,スピルオーバの対策としてこのハイブリッド多モー ド制振で有効な手法を

三つ述べる.最も有効な方法は受動圧電素子と能動圧電素子の共配置である.二組の圧電素子

を同一の位置に貼り付けると全ての振動モー ドで式(8.45)が成り立つため,不安定にはならない.

しかし,実際には共配置が困難な場合もある.その場合は二組の圧電素子を近い位置に貼 り付

ければ,1次モー ドと固有振動数が近い振動モー ドで式(8.45)が成立し,不安定化は起こりにく

くなる.二つ目の方法は,図8.1において加算増幅器の手前にフィルタ回路を組み込む方法であ

る.このハイブリッド多モー ド制振では制振対象の振動モー ドの固有振動数近傍で回路を共振

させて振動を抑えるため,それ以外の周波数域の電圧信号は不要である.よって,固有振動数

近傍の電圧信号のみを通すバンドパスフィルタが有効である.最後の三つ目の方法は,スピル

オーバの発生する振動モー ドが特定できる場合に限定されるが,その不安定化が起きる振動モ

ー ドも本章で提案するハイブリッド多モー ド制振回路で抑えることで不安定化を回避すること

ができる.なお,高い増幅率で制振する場合は不安定化が起きやすいため,一つ目と二つ目の

手法の一方,あるいは両方が必須となる.

8.3 美浜

8.3.1 実験装置と対象の振動モ- ド

図 8･2に実験装置の概略を示す･また,図8･3に示すように,平板(300mmx400mmxl･Omm)に

は表側に一枚,裏側に三枚の圧電素子(22mmx32- xO･22mm)を貼 り付けた･ここで,平板は

アルミニウム製で周辺を固定し,圧電素子はセラミック製で全て並列に導電性接着剤で貼 り付

けた.能動圧電素子 3枚は一組として扱い,全て同じ入力を加えた.系の不安定化を回避する

ために受動圧電素子と能動圧電素子は近い位置に配置した.また,全ての制振対象の振動モー

ドで制振性能を高くするために,能動圧電素子の枚数を多くした.一般に低い振動数域での制

振が重要であるので,制振対象は固有振動数が約 82Hz,194Hz,295Hzの(1,1),(1,3),(3,1)モー

ドの三つとした.ここで,括弧内の数字は振動モー ドの形状のx方向とy方向の腹の数を表す.

なお,低振動数域には他に固有振動数が約 448Hzの(1,5)モー ドが存在 したが,制振対象の三つ
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の振動モー ドと圧電素子の極性が等しいため,バン ドパスフィルタの有無と無関係に不安定に

なったり励起 したりすることはなかった.インダクタンスには GIC (Generalizedlmpedance

converter)による合成可変インダクタンス(50)を用いた.コイルで最適値を実現するとそのサイ

ズが非常に大きくなるためである.また,実験では(1,1)モー ドを抑える回路にのみ図 8.4に示す

バン ドパスフィルタを使用 した.(1,3)モー ドと(3,1)モー ドは小さい増幅率で十分な制振性能を

得られたが,(1,1)モー ドは大きい増幅率で制振する必要があったためである.バンドパスフィ

ルタを用いない場合は増幅率の和が20以上の場合に高周波数域でスピルオーバが発生した.

囲 - speaker

Sound ssureexcitation

ACCelerOmet∈roqleB1 2 ezoelec

】 /

tricelements

Fig.8.2 Schematicdiagramoftheexperimentalapparatusl

0bverseside Reverseside

Piezoelectricelements

Fig.8.3 Schematicdiagramoftheplate･
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Fig.8.4 Band-passfilterusedintheexperiment.

8.3.2 実験方法

図8.2のように平板を音圧で加振し,加速度ピックアップとマイクロフォンを用いて平板の振

動加速度と加振音圧を測定した･ここで,加速度ピックアップは(x,y)-(01125m,0･20m)の位置

に,マイクロフォンは(x,y,I)=(0･15m,0･15m,0･015m)の位置に設置した･図8･5に座標軸の取り

方を示す.Zは平板の中立面からの距離である.実験で計測した伝達関数GEは

GE-2 (8･47,

である.ここで,WAは加速度ピックアップの加速度,pMはマイクロフォンの音圧である･

0.3m
Fig.8.5 Coordinateofaplate.

8.3.3 短絡回路を接続 した場合

図8.6に四つの圧電素子全てに短絡回路を接続した場合の実験結果を示す.また,表 8.1に図

8.6の結果より求めた平板の諸元を,表 8.2に圧電素子の諸元を示す.ここで,Dはモー ド減衰

係数である.理論解析ではモー ド減衰係数が小さい系-の減衰付加を想定し,理論式の展開も

簡易になるのでモー ド減衰係数を無視したが,周波数応答ではモー ド減衰係数の大きさによっ
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て共振ピーク値に差を生じるので,ここでは値を示した.以降の実験では図8.6を非制御時の結

果として制振性能を比較する.

-110

( -120
Fq'口
上±_-130
ぜ

-140

-150

Short

Mode(1,1) (Uncontrolled)

T"ode'31

50 100 150 200 250 300 350

Frequency(Hz)
Fig.8.6 Experimentalresultoffrequencyresponsewithashortcircuit.

Table8.1Modalmaterialarametersofthe

Mode(1,1)82.00Hz M. 1.000kg
K. 265500Nノm

D. 18.8Ns/m

Mode(1,3)193.7Hz 〟 2 1.000kg
K2 1480000N/m

D2 23.6Ns/m

Mode(3,1)294.6Hz M3 1.000kg
K3 3426000N/m
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Table8.2 Materialarametersoftheiezoelectricelements.

αl=0 CpSp 0.0435LLF

α1=5 C,p 0.0495pF

α,-20 C,p 0.0784pF

α1=30 Cp, 0..100LIF

Mode(1,1) ⑳pl 0.00437N/V

Kl 2.74

Mode(I,3) Op2 0.0111N/V

K2 2.78

Mode(3,1) 0 ,3 0.0174N/V

8.3.4 各振動モー ドを受動制振した場合

図8.7に各振動モー ドを四枚の圧電素子全てとLR直列回路を用いて受動的に制振した場合の

実験結果を示す.(1,1)モー ドと(3,1)モー ドで約 5dB,(1,3)モー ドで約 7dBの振動低減効果があ

った.この手法では一つの振動モー ドしか抑えることができないが,多自由度回路を用いた多

EA

-110

-120
ロコ
'づ

音 ~130
-140

-150

Passive

50 100 150 200 250 300 350

Frequency(Hz)
Fig.8.7 ExperimentalresultoffrequencyresponsewhentheMode(1,1)wassuppressedby

passivemethod.
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Passive

50 100 150 200 250 300 350

Frequency(liz)
Fig.8.8 ExperimentalresultoffrequencyresponsewhentheMode(1,3)wassuppressedby

passivemethod.
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/I -120
ロコ
'て〉

舌 ~130
-140

-150

Passive

50 100 150 200 250 300 350

Frequency(Hz)

Fig.8.9 ExperimentalresultoffrequencyresponsewhentheMode(3,I)wassuppressedby
passivemethod.

モー ド受動制振では各振動モー ドの制振性能がこれらの結果より低下する.

8.3.5 ハイブリッド多モー ド制振の場合

図 8.10にハイブリッド制振回路を用いて(1,1)モー ドのみを制振した場合 (case1),図 8.ll,

8.12に本章で提案するハイブリッド多モー ド制振回路を用いて(1,1)モー ドと(1,3)モー ドを同時

に制振した場合 (case2)と,(1,1)モー ド,(1,3)モー ド,(3,1)モー ドを同時に制振した場合 (case

3)の実験結果を示す.表 8.3,8.4に回路の実験値と理論値を示す.ここで,(1,3)モー ドと(3,1)
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Frequency(Hz)

Fig.8.10 ExperimentalresultoffrequencyresponseofCase1(a.-5,a2=0,a,=0).

訂
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Fig.8.ll ExperimentalresultoffrequencyresponseofCase2(a.-5,a2=5,a,-0).
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Hybrid

50 100 150 200 250 300 350

Frequency(Hz)

Fig･8.12 ExperimentalresultoffrequencyresponseofCase3(al-5,a2=5,a3-5).

Table8.3 ValuesofthecircuitofCase1-3intheexeriment.

Experiment Casel Case2 Case3

al 5 5 5

α2 0 5 5

α3 0 0 5

L1(H) 68.5 72.7 74.7

卑(f2) 4840 5560 5570

Cpp(pF) 0.0495 0.0495 0.0495

L2(H) 2.21 2.15

F2(E2) 596 627

C2(PF) 0.220 0.220

L,(H) 10.3

R,(E2) 2060
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Table8.4 TheoreticalvaluesofthecircuitofCasell3.

Theory Casel Case2 Case3

α1 5 5 5

α2 0 5 5

α3 0 0 5

Ll(H) 72.9 72.9 72.9

R.(f2) 6800 6800 6800

C,p(pF) 0.0495 0.0495 0.0495

L2(H) 2.92 2.92

F2(E2) 675 675

C2(PF) 0.220 0.220

L,(H) 12.4

R3(f2) 4310

モー ドを抑えるためのLRC回路では最初にコンデンサの値を決定し,式(8.42),(8.43)よりイン

ダクタンスと抵抗の最適値を求めた.受動制振よりも制振性能を高くするために,ここでは増

幅率は全て 5とした.これらの結果より制振する振動モー ドの数が増加 しても各振動モー ドの

制振性能は低下しないことが確認できる.

図8.12に示した三つの振動モー ドの同時制振において,(1,3)モー ドと(3,1)モー ドに比べて(1,1)

モー ドの制振性能が不足しているため,α.を5から30に変更し,(1,1)モー ドの制振性能を高め

る実験を行った (Case4).図 8.13に結果を示す.表 8.5に回路の実験値と理論値を示す.この

結束より,各振動モー ドの制振性能を任意に調整できることが確認できる.なお,この実験で

は(1,1)モー ドに用いたバンドパスフィルタの影響による減衰の低下とCppの変化が原因で,(1,3)

モー ドと(3,1)モー ドの制振性能が数 dB低下したが,α2とa3の値を順に調整することによって

(1,1)モー ドの制振性能を変化させることなく(1,3)モー ドと(3,1)モー ドの制振性能を独立に調整

できるので問題にはならない.
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Hybrid

50 100 150 200 250 300 350

Frequency(Hz)

Fig.8,13 Experimentalresultof&equencyresponseofCase4(al=30,a2=5,a3=5).

Table8.5 ValuesofthecircuitofCase4.

Experiment Theory

α1 30 30

α2 5 5

α3 5 5

L.(H) 36.1 33.5

R1(f2) 4570 5330

C,p(LLF) 0.100 0.100

L2(H) 2.38 3.00

R2(E3) 490 483

C2(PF) 0.220 0.220

上3(H) 10.9 12.8

R,(E2) 2220 3120
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表 8･6に,実験装置の諸元を用いて理論的に求めた無次元化したコンプライアンスE./fst.の各

振動モー ドにおける振動低減量を示す･ここで, g.はモー ド減衰比であり,振動低減量は非制

御時の結果と比較した値である.ただし,受動制振やハイブリッド多モー ド制振では主系のモ

ー ド減衰係数を無視し,近似的に定点の振幅を最大振幅とした.なお,ハイブリッド多モー ド

制振での定点の振幅は式(8.39)より求めることができる.また,受動制振の結果は図8.7-8.9の実

験結果と同様に一つの振動モー ドを抑えた場合の結果である.受動制振やハイブリッド多モー

ド制振による振動低減量は図 8.7-8.13に示した実験結果とよく一致しており,理論解析の有効

性が確認できる.

Table8.6 Theoreticalamountofreductionofeaksateachvibrationmode.

Mode(1,1) Mode(1,3) Mode(3,1)

一i 0.0182 0.00970 0.0145

Passive 3.69dB 9.86dB 6.37dB

a1-5α2=5a3=5 9.14dB 15.1dB ll.5dB

8.4 緒言

圧電素子とアナログ回路を用いたハイブリッド多モー ド制振回路を提案した.この手法では

各振動モー ドを抑える回路を並列化することでそれぞれの回路の最適調整と制振性能の調整が

独立し,抑える振動モー ドの数が増加 しても各振動モー ドの制振性能は低下しないことを示し

た.定点理論にもとづいて回路の最適値を導出し,実験によりこれらの理論解析の妥当性と本

手法の有効性を確認 した.

また,系の安定性を解析し,不安定化の回避に有効な手法を提案した.実験で 1枚と3枚に

144



第 8章 二組の圧電素子を用いたハイブリッド多モー ド制振

分けた二組の圧電素子を近い位置に貼り付け,増幅器の増幅率が大きい回路にバンドパスフィ

ルタを適用することでスピルオーバを回避できることを示した.
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第 9章 結論

第 9章 結論

本論文では圧電素子を用いたはりや平板等の曲げ振動の抑制を取り上げ,以下の結果を得た.

2章では圧電素子とLR直列回路またはLR並列回路を用いた受動制振で,定点理論に則した

最適抵抗値を導出した.また,振動の評価指標がコンプライアンスの場合だけではなく,モビ

リティやアクセレランスで評価する場合の回路の最適値も新たに求めた.LR直列回路を用いる

場合と LR 並列回路を用いる場合を比較し,制振性能と最適インダクタンスの値はどちらの場

合もほぼ等しいことと,最適抵抗値が大きく異なることを解析的に示した.数値計算と実験を

行い,これらの解析結果の妥当性を確認した.この結果,圧電素子と LR 回路を用いた受動制

振の回路の最適値と制振性能が理論的に解明された.

3章では圧電素子を用いた能動制振と受動制振の等価機械モデルと等価電気モデルを示し,元

の制振システムと理論的に一致することを証明した.また,複数の圧電素子を用いて制振する

場合についても,圧電素子を一組にまとめて使用する場合とそれぞれに制御器や回路を接続す

る場合に分けて等価モデルの導出方法を示した.以降の章で新しい手法を提案する場合に,必

要に応 じて等価機械モデルを合わせて図示し,等価モデルを用いれば制振のメカニズムが容易

に理解でき,これまでに提案されている機械式の制振装置の知見を活用できることを示した.

4章では圧電素子の電気機械結合係数と等価剛性比を実験で高精度に求める新しい手法とそ

の値の算出式を提案した.従来の方法ではこれらの値が小さいために精度が不十分になる場合

でも,数値計算と実験の結果がほぼ一致する高精度な値を求められることを理論と実験の両方

で示した.また,この手法は主系減衰や使用するインダクタンスや圧電素子が持っ抵抗成分に

ょって精度が低下する場合があるため,その精度の低下を抑制する方法として負性抵抗接続法

と周波数応答重ね合わせ法を提案し,これらの有効性についても実験で検証した.本研究で用

いた実験装置の圧電素子の諸元はこの手法で全て求めたため,いずれの場合も数値計算と実験

の結果がよく一致し,それぞれの手法とその理論解析の妥当性の検証に大いに貢献した･

5章では機械式の二重動吸振器に相当するモデルを圧電素子と電子回路で提案した.機械式の

二重動吸振器には並列型と直列型があり,5章ではその両方に相当するモデルを示した･数値計
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算と実験により,ノミナルモデルで回路を最適に調整した場合は直列二重動吸振器に相当する

回路の制振性能が高く,主系の固有振動数の変化を考慮して装置のロバス ト性を向上させた回

路調整を行 う場合は並列型,直列型ともに従来の一重動吸振器に相当する回路よりも制振性能

が高いことを示した.

6章では圧電素子とLR回路を用いた受動制振の制振メカニズムを応用し,圧電素子を二組に

分けてその制振力を増幅するハイブリッド制振の手法を提案した.回路の最適値を定点理論に

もとづいて導出し,理論的に装置内の増幅器 と制振性能の関係を明らかにした.また,実験に

よりこれらの理論解析の妥当性を検証した.この手法では増幅器を用いて制振力を高めるため

系が不安定になる場合がある.そこで,不安定化の原因とそれを防ぐ手法を提示し,実験に適

用することで容易に不安定化を回避できることを示した.また,二組の圧電素子間の応力の伝

達が大きくなると,受動制振用の圧電素子のキャパシタンスが増加するため制振性能の低下に

つながることを示した.

7章では主系の振動変位信号を用いたハイブリッド制振手法を提案した.この手法においても

回路の最適値を定点理論にもとづいて導出し,制振性能と装置内の増幅器の関係を理論的に解

明した.また,系の安定性についても解析し,変位センサーと圧電素子の極性の関係によって

は制振対象外の振動モー ドにおいても減衰付加効果があることを示した.数値計算と実験によ

りこれらの理論解析の妥当性とこのハイブリッド制振手法の有効性を確認した.

8章では6章で提案したハイブリッド制振手法を基礎に,圧電素子とアナログ回路によるハイ

ブリッド多モー ド制振の手法を提案した.この手法では各振動モー ドを抑える回路を並列化す

ることでそれぞれの回路の最適調整が独立し,抑える振動モー ドの数が増加 しても各振動モー

ドの制振性能は低下しないことを示した.定点理論にもとづいて回路の最適値を導出し,実験

によりこれらの理論解析の妥当性とこの手法の有効性を検証した.6章で提案したハイブリッド

制振の場合と同様に装置内の増幅率が大きい場合は制振対象外の振動モー ドでスピルオーバが

発生する場合があるが,バンドパスフィルタを用いることで制振対象外の振動モー ド-の影響

を小さくすれば不安定化を回避できることを実験で示した.

以上のように圧電素子を用いた受動制振を中心に,従来の研究では解決されていなかった問

題に取 り組み,それぞれに対して新しい手法等を提案した.しかし,さらなる性能の向上やブ

レイクスルーが必要である.ただし,いかなる革新的な手法であっても,その原理やメカニズ
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第 9章 結論

ムは基礎的な知見の組み合わせで成 り立っていることが多い.本研究で得た知見が今後の圧電

素子を用いた制振の発展の礎石となることを期待し,広く実用化される日が来ることを願って

本論文を締めたい.
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